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は じ め に 

       

わが国の人口は減少傾向にあり、令和 5 年 8月 1 日現

在の総務省統計局の確定値によると、前年同月に比べ、

総人口は 64万 3千人減少している一方で、うち 75歳以

上の人口は、73万 7千人増加しています。 

本町においては、令和 6 年 1 月末現在の 65 歳以上の

人口は 9,414人、高齢化率は 21.45％と熊本県下で一番

低い高齢化率となっています。しかし、高齢者数は年々

増加傾向にあり、令和 22（2040）年には、高齢化率が 23.4％になると予測さ

れています。 

このような中、高齢者ができるだけ住み慣れた地域で日常生活を送るため

に、地域における「住まい」「医療」「介護」「予防」「生活支援」の５つのサー

ビスが一体的に提供できるよう、高齢者の家族と医療や介護が連携し合い、状

況に応じて助け合う「地域包括ケアシステム」を深化・推進する必要がありま

す。 

本町は、TSMC（JASM）の進出により、高齢者分野においても、日本一のまち

づくりを目指すことができる町となりました。本町の高齢者の方々が、「心を

満たし、人生を楽しむ」ためには、高齢者分野においても成長しつづける町で

ある必要があります。 

令和 6 年度から 8 年度までの 3 年間を期間とする「第 9 期菊陽町高齢者保

健福祉計画及び介護保険事業計画」では、基本理念を引き続き「地域で支え合

い、みんなが健康で暮らせるまちづくり」とし、6 つの重点分野を設け、23の

主要施策を展開していくこととしています。関係団体や事業所、町民の皆様に

おかれては、一層のご理解とご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げま

す。 

結びに、本計画の策定に当たり、慎重に協議いただいた菊陽町高齢者保健福

祉推進委員会の皆様をはじめ、ご意見をいただきました皆様に心から感謝申し

上げます。 

 

 

   令和 6年 3月 

 

                   菊陽町長   
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第１章 計画策定の概要 

１ 計画策定の背景と趣旨 

介護保険制度は、その創設から 20 年以上が経過し、サービス利用者は制度創設時の

３倍を超え、介護サービスの提供事業所数も着実に増加し、介護が必要な高齢者の生活

の支えとして定着、発展してきています。 

全国的にみると、総人口が減少に転じる中、高齢者数は今後も増加し、高齢化は進展

していきます。介護保険制度においては、いわゆる団塊の世代が 75 歳以上となる令和

7（2025）年を見据え、介護が必要な状態となっても住み慣れた地域で暮らし続ける

ことができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される地域包

括ケアシステムの構築に取り組んできました。令和 7（2025）年が近づく中で、更に

その先を展望すると、いわゆる団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22（2040）

年に向け、既に減少に転じている生産年齢人口の減少が加速する中で、高齢人口がピー

クを迎える見込みとなっています。また、高齢者の単独世帯や高齢者夫婦のみの世帯の

増加、認知症の人の増加、医療・介護の複合的ニーズを有する慢性疾患等の高齢者の増

加も見込まれています。このような状況に対応するために、中長期的な介護ニーズ等の

状況に応じた介護サービス基盤を医療提供体制と一体的に整備していくことが重要とな

っています。 

以上の状況を踏まえ、令和 7（2025）年及び令和 22（2040）年の推計人口等か

ら導かれる介護需要など中長期的な視野に立って「第９期菊陽町高齢者保健福祉計画及

び介護保険事業計画」を策定します。 

 

 

２ 計画の位置付け 

高齢者保健福祉計画は「老人福祉法第 20 条の８第１項」、介護保険事業計画は「介

護保険法第 117 条第１項」により規定され、それぞれはお互い整合性をもって作成す

ることとされており、高齢者に関する施策全般の計画として、その内容において介護保

険事業計画を包含するもので、基本的な政策目標を設定するとともに、その実現に向か

って取り組むべき施策全般を盛り込むものです。 

介護保険事業計画は、地域における要介護者等の人数やサービスの利用移行等を勘案

して、介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み、当該見込み量の確保のための

方策等を定めるものです。 

また、町の行政運営指針の最上位計画である「菊陽町総合計画」におけるまちづくり

の理念等を踏まえた上で、高齢者福祉分野の個別計画として策定します。さらに、在宅

医療・介護の充実等の地域包括ケアシステムの構築を一層推進するため、熊本県保健医

療計画との整合性を確保します。 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は３年を１期とし、令和６年度から令和８年度までとします。 

また、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）年を見据えた計画と

し、中長期的な視点に立った施策の展開を図ります。 

 

 

 

  

菊陽町総合計画

菊陽町地域福祉計画

熊
本
県
保
健
医
療
計
画

菊陽町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

菊陽町健康増進計画

菊陽町障がい福祉計画

その他関連計画

熊
本
県
高
齢
者
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画

整合

第７期計画
平成30(2018)年度

～

令和２(2020)年度

第８期計画
令和３(2021)年度

～

令和５(2023)年度

第９期計画
令和６(2024)年度

～

令和８(2026)年度

令和７(2025)年

団塊世代が75歳に

令和22(2040)年

団塊ジュニア世代が65歳に

令和22(2040)年までの見通し

第14期計画
令和21(2039)年度

～

令和23(2041)年度

第６期計画
平成27(2015)年度

～

平成29(2017)年度

団塊世代が65歳に
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４ 計画の策定方法 

（１）菊陽町高齢者保健福祉推進委員会 

被保険者をはじめとする住民代表及び保健・医療・福祉関係者により構成され

た「菊陽町高齢者保健福祉推進委員会」を開催し、計画案について、協議、検討

を行いました。 

 

（２）各種調査の実施 

① 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

ア）目的 

日常生活圏域ごとに、地域の抱える課題の特定に資することなどを目的とし

て実施しました。 

イ）調査対象者及び実施方法 

町内在住の 65 歳以上で、要介護認定（要介護 1～5）を受けていない方を対

象とし、郵送による配布・回収を行いました。 

ウ）配布数・有効回答数・有効回答率 

配布数 有効回答数 有効回答率 

3,861件 1,698件 44.0％ 

 

② 在宅介護実態調査 

ア）目的 

「介護離職をなくしていくためにはどのようなサービスが必要か」といった

観点を計画に盛り込むため、「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介

護者の就労継続」の実現に向けた介護サービスの在り方を検討することを目的

として実施しました。 

イ）調査対象者及び実施方法 

町内在住の主に在宅で要支援・要介護認定を受けている方を対象とし、郵送

による配布・回収を行いました。 

ウ）配布数・有効回答数・有効回答率 

配布数 有効回答数 有効回答率 

125件 125件 100.0％ 

 

③ 介護人材実態調査 

ア）目的 

介護人材の実態を個票で把握することにより、性別・年齢別・資格の有無別

などの詳細な実態を把握し、介護人材の確保に向けて必要な取組等を検討する

ことを目的として実施しました。 
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イ）調査対象事業所及び実施方法 

本町内にある在宅、施設、居住系事業所等を対象とし、電子メールにより調

査票を配布し、電子メール若しくは紙媒体により回収しました。 

ウ）配布数・有効回答数・有効回答率 

配布数 有効回答数 有効回答率 

68 事業所 35事業所 51.5％ 

 

④ 居所変更実態調査 

ア）目的 

過去１年間の新規入居・退去の流れや、退去の理由などを把握することで、

住み慣れた住まい等で暮らし続けるために必要な機能等を検討することを目的

として実施しました。 

イ）調査対象事業所及び実施方法 

本町内にある施設、居住系事業所等を対象とし、電子メールにより調査票を

配布し、電子メール若しくは紙媒体により回収しました。 

ウ）配布数・有効回答数・有効回答率 

配布数 有効回答数 有効回答率 

21 事業所 14事業所 66.7％ 

 

⑤ 在宅生活改善調査 

ア）目的 

「（自宅等にお住まいの方で）現在のサービス利用では、生活の維持が難しく

なっている利用者」の実態を把握し、地域に不足する介護サービス等を検討す

ることを目的として実施しました。 

イ）調査対象事業所及び実施方法 

本町内に居宅介護支援事業所等を対象とし、電子メールにより調査票を配布

し、電子メール若しくは紙媒体により回収しました。 

ウ）配布数・有効回答数・有効回答率 

配布数 有効回答数 有効回答率 

15 事業所 9事業所 60.0％ 

 

（３）パブリックコメント 

計画案に対し、広く住民の意見を聴取・反映することを目的に、令和６年１月

15 日から１月 31 日までパブリックコメントを実施しました。 
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５ 介護保険制度の改正経緯 

介護を家族だけでなく、社会全体で支える仕組みとして、平成 12（2000）年に介

護保険制度が創設されました。平成 24（2012）年には、高齢者が可能な限り住み慣

れた地域で、その有する能力に応じた日常生活を営むことができるよう、「地域包括ケ

アシステム」の構築に向けた取組が開始され、平成 27（2015）年には、地域包括ケ

アシステムの構築に向けた見直しとして、在宅医療・介護連携や認知症施策の推進が位

置づけられたほか、要支援者向けの介護予防訪問介護・介護予防通所介護が「介護予防・

日常生活支援総合事業」に移行されました。平成 30（2018）年には、全市町村が保

険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みが制度化されました。

令和３（2021）年には、市町村の包括的な支援体制の構築の支援や医療・介護のデー

タ基盤の整備の推進が位置付けられました。 

 

 

 

 

  

) 

出典：厚生労働省資料 
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６ 第９期介護保険事業計画の基本指針のポイント 

国から提示された第９期介護保険事業計画基本指針のポイントは下記のとおりです。 

 

（１）基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）見直しのポイント 

① 介護サービス基盤の計画的な整備 

ア）地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）在宅サービスの充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・次期計画期間中には、団塊の世代が全員７５歳以上となる２０２５年を迎えること 

・高齢者人口がピークを迎える２０４０年には、８５歳以上人口が急増し、医療・介護

双方のニーズを有する高齢者など様々なニーズのある要介護高齢者が増加する一方、

生産年齢人口の急減が見込まれること 

・都市部と地方で高齢化の進みが大きく異なるなど、これまで以上に中長期的な地域の

人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、

地域の実情に応じて地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場

の生産性の向上を図るための具体的な施策や目標の優先順位を検討した上で介護保険

事業（支援）計画を定める重要性があること 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス

種別の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じて介護サ

ービス基盤を計画的に確保していくことが必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効

果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者と共有

し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模

多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普

及 

・居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの

整備を推進することが重要 

・居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設による

在宅療養支援の充実 
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② 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

ア）地域共生社会の実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）デジタル技術の活用 

 

 

 

ウ）保険者機能の強化 

 

 

 

③ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 日常生活圏域の設定 

第３期以降の市町村介護保険事業計画においては、高齢者が住み慣れた地域で生活を

続けることができるよう、市町村内を日常生活圏域に分け、その圏域ごとに介護サービ

スの基盤を整備することとされています。 

本町の日常生活圏域は、「地域包括支援センター」を本庁舎内に１か所整備し、住民

の保健医療の向上と福祉の増進を包括的に支援していることから、第８期に引き続き本

町域と合わせた１圏域とします。 

  

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るもので

あり、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域住民

や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から、総合事業の

充実を推進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的

支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担うことも期

待 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めることが

重要 

・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離

職防止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の経

営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用。 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 

・介護事業所間や医療・介護間で連携を円滑に進めるための医療・介護情報基盤を整備 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 

１ 人口・世帯の状況 

（１）５歳階級別人口構成 

本町の人口構成を５歳階級別でみると、団塊の世代が属する 70～74 歳と団塊

世代ジュニア世代等が属する 45～49 歳に山がみられます。 

本町においても団塊の世代が 75 歳以上となる令和 7（2025）年が近づく中

で、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）年に向け、持続可

能な介護保険制度にするため、中長期的な視点に立った介護保険事業計画の策定

が重要となっています。 

 

   

  

1,134

1,246

1,320

1,207

1,106

1,318

1,421

1,499

1,685

1,737

1,502

1,133

1,012

1,058

1,151

861

548

331

176

1,114

1,318

1,239

1,156

1,044

1,140

1,328

1,501

1,627

1,746

1,433

1,181

1,138

1,144

1,336

982

730

559

448

0 500 1,000 1,500 2,000

05001,0001,5002,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男 女

出典：住民基本台帳（令和５年８月） 

(人) 

(人) 
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（２）年齢３区分別人口構成の推移及び推計 

本町の総人口は令和５（2023）年で 43,609 人となっており、65 歳以上の老年

人口は 9,324 人、総人口に占める割合は 21.4％となっています。 

コーホート変化率法※による推計によると、総人口は増加し続け、令和 22（2040）

年には総人口 49,942 人、高齢化率 23.4％となることが予測されています。 

 

 

 

 

 

（３）高齢者年齢３区分別人口、構成の推移及び推計 

令和 22（2040）年までは 85 歳以上人口の構成割合が上昇していく推計となって

おり、令和 22（2040）年の後期高齢者は 6,289 人、構成割合は 53.8％となること

が予測されています。 

 

 

 

 

  

7,371 7,345 7,318 7,292 7,247 7,936 8,498 

26,914 27,190 27,468 27,741 28,839 30,310 31,383 

9,324 9,439 9,556 9,671 10,101 
11,696 

13,425 
43,609 43,974 44,342 44,704 46,187 

49,942 
53,306 

21.4% 21.5% 21.6% 21.6% 21.9%
23.4%

25.2%

0%
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

令和5年

(2023)

令和6年

(2024)

令和7年

(2025)

令和8年

(2026)

令和12年

(2030)

令和22年

(2040)

令和32年

(2050)

年少人口(0～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上) 高齢化率

(人) 第９期計画期間

50.3% 48.7% 47.1% 45.6% 42.0% 46.2% 45.7%

33.5% 34.7% 35.9% 37.1% 38.7% 30.5% 33.9%

16.2% 16.6% 17.0% 17.4% 19.3% 23.3% 20.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和5年

(2023)

令和6年

(2024)

令和7年

(2025)

令和8年

(2026)

令和12年

(2030)

令和22年

(2040)

令和32年

(2050)

65～74歳 75～84歳 85歳～

4,689 4,595 4,501 4,408 4,243 
5,407 6,138 

3,121 3,275 3,430 3,584 3,906 
3,567 

4,556 1,514 1,569 1,625 1,679 1,952 
2,722 

2,731 

9,324 9,439 9,556 9,671 10,101 

11,696 

13,425 

0

5,000

10,000

15,000

令和5年

(2023)

令和6年

(2024)

令和7年

(2025)

令和8年

(2026)

令和12年

(2030)

令和22年

(2040)

令和32年

(2050)

65～74歳 75～84歳 85歳～

(人)

出典：住民基本台帳（令和５年）、コーホート変化率法による推計値（令和６年～） 

【高齢者年齢３区分人口】 【高齢者年齢３区分構成割合】 

※コーホート変化率法：過去における実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法 

出典：住民基本台帳（令和５年）、コーホート変化率法による推計値（令和６年～） 
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（４）高齢世帯の推移 

① 高齢独居世帯の割合 

本町の高齢独居世帯数は令和２年と平成 27 年の比較で 318 世帯増加してい

ます。 

高齢独居割合は令和２年で 7.4％となっており、平成 27 年と比較し 1.1％

増加しており、増加率は全国平均及び熊本県平均と比較し高いだけでなく、近

隣の市町と比較しても益城町に次いで高くなっています。 
 

   

 

 

② 高齢夫婦のみ世帯の割合 

本町の高齢夫婦のみ世帯数は令和２年で 1,553 世帯となっており、平成 27

年と比較し 376 世帯増加しています。 

高齢者夫婦のみ世帯割合は令和２年と平成 27 年の比較で 1.3％増加してお

り、増加率は高齢独居世帯と同様に、全国平均及び熊本県平均と比較し高くな

っています。 
 

   

 

  

全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市 益城町

令和２年 12.1 12.9 7.4 8.3 9.0 10.1

平成27年 11.1 11.9 6.3 7.9 8.1 8.3

差異 1.0 1.0 1.1 0.4 0.9 1.8

令和２年 6,716,806 92,410 1,318 1,175 2,003 1,181

平成27年 5,927,686 83,461 1,000 1,002 1,655 947

差異 789,120 8,949 318 173 348 234

高齢独居世帯の割合(%)

高齢独居世帯数(世帯)

全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市 益城町

令和２年 10.5 11.6 8.7 8.3 12.0 14.3

平成27年 9.8 10.5 7.4 7.5 10.6 11.8

差異 0.7 1.1 1.3 0.8 1.4 2.5

令和２年 5,830,834 83,371 1,553 1,175 2,665 1,675

平成27年 5,246,260 73,899 1,177 945 2,177 1,351

差異 584,574 9,472 376 230 488 324

高齢夫婦のみ世帯数(世帯)

高齢夫婦のみ世帯の割合(%)

出典：国勢調査 

出典：国勢調査 
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２ 高齢者の就業状況 

令和２年の高齢者の就業者数は平成 27 年と比べて増えており、高齢者人口に占める

就業者の割合も 3.64 ポイント増加しています。総就業者に占める高齢者就業者の割合

は 10.36％で、県平均を下回っています。 

高齢者の就業を産業分類別にみると、第１次産業が16.34％、第２次産業が14.95％、

第３次産業が 63.87％となっています。 

業種別総数に占める割合でみると、第１次産業の「農業」に従事する高齢者の割合が

41.6％と高くなっています。 

    

    

  

65～74歳 75歳以上

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ／Ａ） （Ｃ／Ｂ）

平成27年 19,246 7,696 1,564 1,305 259 8.13% 20.32%

令和2年 20,910 9,043 2,167 1,832 335 10.36% 23.96%

令和2年（県） 819,259 540,538 139,366 108,564 30,802 17.01% 25.78%

高齢者人口に
占める就業者

の割合

総就業
者数

65歳以上
人口

65歳以上の就業者数 就業者に占め
る高齢者の

割合

人数（Ａ） 構成割合 人数（Ｂ） 構成割合
業種別総数に
占める割合
（B/A）

20,910 100.0% 2,167 100.0%

農業 849 4.06% 353 16.29% 41.6%

林業 24 0.11% 0 0.00% 0.0%

漁業 2 0.01% 1 0.05%

小計 875 4.18% 354 16.34%

鉱業・砕石業など 1 0.00% 0 0.00% 0.0%

建設業 1,400 6.70% 221 10.20% 15.8%

製造業 5,051 24.16% 103 4.75% 2.0%

小計 6,452 30.86% 324 14.95%

電気・ガス・熱供給・水道業 78 0.37% 2 0.09% 2.6%

情報通信業 330 1.58% 6 0.28% 1.8%

運輸・郵便業 763 3.65% 91 4.20% 11.9%

卸売・小売業 2,796 13.37% 338 15.60% 12.1%

金融・保険業 309 1.48% 25 1.15% 8.1%

不動産業・物品賃貸業 315 1.51% 72 3.32% 22.9%

学術研究・専門・技術サービス業 569 2.72% 72 3.32% 12.7%

宿泊業・飲食サービス業 828 3.96% 116 5.35% 14.0%

生活関連サービス業・娯楽業 673 3.22% 103 4.75% 15.3%

教育・学習支援業 1,092 5.22% 73 3.37% 6.7%

医療・福祉 3,238 15.49% 217 10.01% 6.7%

複合サービス事業 245 1.17% 13 0.60% 5.3%

サービス業（他に分類されないもの） 1,106 5.29% 220 10.15% 19.9%

公務（他に分類されるものを除く） 825 3.95% 36 1.66% 4.4%

小計 13,167 62.97% 1,384 63.87%

416 1.99% 105 4.85% 25.2%

第
３
次

分類不能

産業分類別
令和２年

総就業者人口 65歳以上就業者人口

総数

第
１
次

第
２
次

出典：国勢調査 
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３ 要介護（要支援）認定者等の状況 

（１）要介護（要支援）認定者数の推移 

令和５年３月時点での本町の要介護（要支援）認定者は 1,578 人、第１号被保険者

に占める要介護認定率は 17.0％で全国、熊本県平均を下回っています。 

   

 

 

（２）要介護度別認定者割合の推移 

令和５年３月時点での本町の要介護度別認定者割合をみると、軽度（要支援 1～要介

護 2）の認定者が 63.9％、重度（要介護 3～5）36.1％となっています。 

平成 28 年と令和５年の比較で、認定者割合のうち軽度者が 0.4％減少し、重度者は

0.5％の増加となっています。 

   

  

141 154 196 191 177 163 154 177 
162 176 183 166 183 199 212 221 
245 256 242 276 307 340 328 328 
223 226 211 229 236 267 264 282 143 143 166 160 158 167 193 199 
161 180 181 193 212 193 235 223 
124 117 131 145 128 121 120 148 1,199 1,252 1,310 1,360 1,401 1,450 1,506 1,578 
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要介護4 要介護5 菊陽町認定率 熊本県認定率 全国認定率
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15.0%

14.0%
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11.2%

10.2%

11.2%

13.5%

14.1%

14.0%

12.2%

13.1%

13.7%

14.1%

14.0%

20.4%

20.4%

18.5%

20.3%

21.9%

23.4%

21.8%

20.8%

18.6%

18.1%

16.1%

16.8%

16.8%

18.4%

17.5%

17.9%

11.9%

11.4%

12.7%

11.8%

11.3%

11.5%

12.8%

12.6%

13.4%

14.4%

13.8%

14.2%

15.1%

13.3%

15.6%

14.1%

10.3%

9.3%

10.0%

10.7%

9.1%

8.3%
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出典：介護保険事業状況報告年報 

出典：介護保険事業状況報告年報 
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（３）高齢者年齢３区分別要介護（要支援）認定者数の推移 

① 認定者全体構成割合 

令和５年３月時点での認定者数は 65～74 歳で 177 人、75～84 歳で

514 人、85 歳以上で 887 人となっています。 

また、構成割合は 65～74 歳が 11.2％、75～84 歳が 32.6％、85 歳以

上が 56.2％となっています。 

   

 

② 男性認定者数構成割合 

令和５年３月時点での認定者数は 65～74 歳で 75 人、75～84 歳で 193

人、85 歳以上で 229 人となっています。 

また、構成割合は 65～74 歳が 15.1％、75～84 歳が 38.8％、85 歳以

上が 46.1％となっています。 
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出典：介護保険事業状況報告（平成 30～令和 4 年は年報、令和 5 年は 3 月月報） 

出典：介護保険事業状況報告（平成 30～令和 4 年は年報、令和 5 年は 3 月月報） 
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③ 女性認定者数構成割合 

令和５年３月時点での認定者数は 65～74 歳で 102 人、75～84 歳で

321 人、85 歳以上で 658 人となっています。 

また、構成割合は 65～74 歳が 9.4％、75～84 歳が 29.7％、85 歳以上

が 60.9％となっています。 

   

 

 

（４）高齢者年齢３区分別要介護（要支援）認定率の推移 

① 認定者全体認定率の推移 

令和５年３月時点での認定者率は全体で 16.8％、65～74 歳で 3.8％、75

～84 歳で 17.0％、85 歳以上で 57.9％となっています。 
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出典：介護保険事業状況報告（平成 30～令和 4 年は年報、令和 5 年は 3 月月報） 

出典：介護保険事業状況報告（平成 30～令和 4 年は年報、令和 5 年は 3 月月報） 



第２章 高齢者を取り巻く状況 
 

16 

 

② 男性認定率の推移 

令和５年３月時点での男性の認定者率は全体で 12.1％、65～74 歳で

3.4％、75～84 歳で 14.0％、85 歳以上で 45.0％となっています。 

 

 

 

③ 女性認定率の推移 

令和５年３月時点での女性の認定者率は全体で 20.8％、65～74 歳で

4.1％、75～84 歳で 19.1％、85 歳以上で 64.3％となっています。 
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出典：介護保険事業状況報告（平成 30～令和 4 年は年報、令和 5 年は 3 月月報） 

出典：介護保険事業状況報告（平成 30～令和 4 年は年報、令和 5 年は 3 月月報） 
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（５）調整済み認定率の比較 

本町の「性・年齢別人口構成」の影響を除外した調整済み認定率は 18.7％

で、全国平均と比較し低くなっていますが熊本県平均より高くなっています。 

要介護度別にみると、要介護 2、要介護 4、要介護 5 が全国、熊本県平均と比

較し、高くなっています。 

 

   

 

 

（６）要介護認定者に占める受給者数の割合 

本町の令和５年３月時点の受給者数は 1,232 人、受給率は 78.1％となってい

ます。 

令和５年３月時点の受給率は全国平均及び熊本県平均と比較し低くなってお

り、近隣市町と比較しても益城町に次いで低くなっています。 

   

 

  

全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市 益城町

調整済み認定率（要支援1）(%) 2.7 2.2 2.1 1.8 1.6 1.7

調整済み認定率（要支援2）(%) 2.6 2.5 2.6 3.0 3.3 3.0

調整済み認定率（要介護1）(%) 4.0 4.1 3.9 4.6 3.9 4.7

調整済み認定率（要介護2）(%) 3.2 3.1 3.3 3.1 3.6 3.3

調整済み認定率（要介護3）(%) 2.5 2.4 2.4 2.2 2.7 2.4

調整済み認定率（要介護4）(%) 2.4 2.4 2.7 2.2 2.2 2.4

調整済み認定率（要介護5）(%) 1.6 1.4 1.8 1.8 1.8 1.2

合計調整済み認定率(%) 19.0 18.1 18.7 18.7 19.0 18.7

平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

菊陽町受給者数（人） 998 1,047 1,087 1,118 1,167 1,232

菊陽町認定者数（人） 1,310 1,360 1,401 1,450 1,506 1,578

菊陽町受給率（％） 76.2 77.0 77.6 77.1 77.5 78.1

全国受給率（％） 84.5 85.5 83.7 82.8 82.9 83.0

熊本県受給率（％） 78.0 79.3 79.9 78.4 77.8 78.3

大津町受給率（％） 85.0 79.7 78.8 78.7 79.8 79.9

合志市受給率（％） 80.4 77.1 78.2 77.9 78.9 80.3

益城町受給率（％） 77.1 74.7 75.3 75.2 76.0 76.5

出典：地域包括ケア「見える化」システム（平成 4 年時点） 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（各年 3 月末時点） 
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（７）認知症高齢者の推移及び推計 

令和４年 10 月時点の本町の認知症高齢者数は 1,226 人（うち男性 390 人、

女性 836 人）となっています。今後、高齢者人口が増加するとともに認知症高

齢者数も増加し、令和 22 年（2040）には 2,491 人（うち男性 676 人、女性

1,814 人）になる見込みとなっています。 
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出典：菊陽町介護保険課資料（平成 30 年～令和 4 年） 

   「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」を基に推計（令和 7 年～） 
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４ 介護保険の現状 

（１）介護サービスの利用状況 

本町における介護サービスの利用状況は下表のとおりとなっています。 

 

   

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度

訪問サービス（小計） 5,723 6,316 7,282

訪問介護 2,500 2,606 2,840

訪問入浴介護 33 56 79

訪問看護 1,381 1,562 1,814

訪問リハビリテーション 186 193 272

居宅療養管理指導 1,623 1,899 2,279

通所サービス（小計） 6,602 6,801 7,026

通所介護 3,448 3,721 4,003

通所リハビリテーション 3,154 3,080 3,023

短期入所サービス（小計） 619 539 608

短期入所生活介護 435 437 515

短期入所療養介護（老健） 110 84 75

短期入所療養介護（病院等） 29 18 18

短期入所療養介護（介護医療院）

福祉用具・住宅改修サービス（小計） 6,923 7,303 7,844

福祉用具貸与 6,698 7,075 7,629

福祉用具購入費 103 120 95

住宅改修費 122 108 120

特定施設入居者生活介護 404 455 494

介護予防支援・居宅介護支援 9,571 9,898 10,599

在宅サービス（計） 29,842 31,312 33,853

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 35 73 143

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護 511 419 524

認知症対応型通所介護 117 109 78

小規模多機能型居宅介護 226 235 241

認知症対応型共同生活介護 547 530 525

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 692 891 1,025

看護小規模多機能型居宅介護 3 1

地域密着型サービス（計） 2,128 2,260 2,537

介護老人福祉施設 839 844 765

介護老人保健施設 742 891 713

介護療養型医療施設 320 326 297

介護医療院 83 108 137

施設サービス（計） 1,984 2,169 1,912

介護サービス利用件数（合計） 33,954 35,741 38,302

在
宅
サ
ー
ビ
ス

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

施
設

（単位：件/年） 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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（２）サービス受給率の比較 

本町のサービス受給率を全国平均及び熊本県平均と比較すると、施設、居住

系、在宅サービスのいずれも低くなっています。近隣市町と比較すると在宅サー

ビスの受給率が低くなっています。 

   

 

※「施設サービス」、「居住系サービス」、「在宅サービス」の内訳 

サービス区分 含まれるサービス 

施 設 サ ー ビ ス 
介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 

介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設 

居住系サービス 
認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

在 宅 サ ー ビ ス 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、 

居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテーション、 

短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与、 

特定福祉用具購入費、住宅改修費、介護予防支援・居宅介護支援、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、 

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護 

 

（３）受給率からみる課題 

本町の場合、施設、居住系、在宅サービスのいずれも全国平均及び熊本県平均

と比較し低くなっています。受給率が低い要因として、次の３つが考えられま

す。 

 

①地域内の要介護者のニーズを満たしていない可能性がある。 

②長期入院等、医療機関が介護サービスを代替している可能性がある。 

③高齢者を支える家族等に、過度な負担がかかっている可能性がある。 

 

ただし、上記の要因は、あくまでも可能性であり、要因の真偽を確かめるため

には、各種調査をもとに分析を行う必要があります。  

R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5

施設サービス(%) 2.8 2.8 2.8 3.2 3.2 3.2 2.5 2.6 2.6 2.8 2.8 2.8 2.9 2.8 2.7 2.6 2.8 2.8

居住系サービス(%) 1.3 1.3 1.3 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9 0.8 1.0 1.0 0.7 0.6 0.6 0.9 0.9 0.9

在宅サービス(%) 9.9 10.2 10.4 11.1 11.2 11.3 9.2 9.3 9.7 11.9 11.9 11.9 10.1 10.4 10.9 11.6 11.7 11.4

益城町

受給率

全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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（４）本町におけるサービス提供資源の状況 

令和４年度の本町における要支援・要介護者１人当たり定員は、下表のとおり

となっています。 

   

 

 

  

施設サービス 全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市 益城町

介護老人福祉施設 0.085 0.071 0.032 0.071 0.061 0.073

介護老人保健施設 0.055 0.060 0.054 0.056 0.081 0.031

介護療養型医療施設 0.004 0.009 0.032 0.000 0.004 0.000

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

0.009 0.022 0.037 0.019 0.041 0.000

介護医療院 0.005 0.013 0.000 0.000 0.000 0.000

居住系サービス 全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市 益城町

特定施設入居者生活介護 0.045 0.019 0.044 0.000 0.000 0.016

認知症対応型共同生活介護 0.032 0.031 0.029 0.041 0.019 0.028

地域密着型特定施設
入居者生活介護

0.001 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000

通所系サービス 全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市 益城町

通所介護 0.117 0.130 0.190 0.119 0.215 0.133

地域密着型通所介護 0.037 0.044 0.022 0.061 0.038 0.021

通所リハビリテーション 0.044 0.086 0.210 0.091 0.108 0.044

認知症対応型通所介護 0.006 0.007 0.010 0.008 0.004 0.006

小規模多機能型居宅介護
（宿泊）

0.006 0.011 0.002 0.003 0.010 0.005

小規模多機能型居宅介護
（通い）

0.013 0.021 0.010 0.010 0.017 0.008

看護小規模多機能型
居宅介護（宿泊）

0.001 0.001 0.000 0.000 0.003 0.005

看護小規模多機能型
居宅介護（通い）

0.002 0.002 0.000 0.000 0.006 0.008

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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（５）介護費用額及び第１号被保険者１人１月当たり費用額の推移 

本町の令和４年度の介護費用額は 26.3 億円となっています。また、第１号被

保険者１人１月当たり費用額は 22,597 円で全国、熊本県平均を下回っていま

す。 

   

 

 

（６）第１号被保険者１人１月当たり費用額（月額）の要介護度別比較 

本町の令和５年３月時点の第１号被保険者１人１月当たり費用額を要介護度別

でみると要介護４の給付月額が最も高くなっています。 

全国平均及び熊本県平均と比較すると、第１号被保険者１人１月当たり費用額

の合計は低くなっています。また、近隣市町と比較しても最も低くなっていま

す。 
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令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

費用額（在宅サービス） 費用額（居住系サービス）

費用額（施設サービス） 第1号被保険者1人1月当たり費用額（菊陽町）

第1号被保険者1人1月当たり費用額（熊本県） 第1号被保険者1人1月当たり費用額（全国）

(億円) (円)

全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市 益城町

要支援１ 216 227 203 219 119 206

要支援２ 432 520 416 664 476 594

要介護１ 3,622 4,179 3,303 4,303 3,090 3,880

要介護２ 4,246 4,576 4,050 4,789 4,400 4,614

要介護３ 5,225 5,175 4,213 4,847 5,064 5,055

要介護４ 5,920 6,266 5,993 5,451 5,233 5,905

要介護５ 4,368 4,211 4,419 4,877 5,080 3,152

合計 24,029 25,154 22,597 25,150 23,462 23,406

（単位：円） 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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（７）サービスごとの給付費 

令和５年３月時点の本町のサービス別受給者給付月額（サービスごとの給付費

の総額を受給者数で除した額）を全国平均と比較すると、通所系の通所介護、通

所リハビリテーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護の給付費が

高くなっています。また、特定施設入居者生活介護の額も高くなっています。 

 

   

 

 

  

全国 熊本県 菊陽町 大津町 合志市 益城町

訪問介護 80,513 73,664 63,659 51,942 61,616 63,451

訪問入浴介護 64,613 66,046 61,466 51,330 72,525 65,728

訪問看護 43,537 40,991 36,711 37,506 41,827 47,230

訪問リハビリテーション 36,378 33,824 29,074 32,127 32,837 41,341

居宅療養管理指導 12,788 10,736 10,600 7,621 10,983 12,332

通所介護 88,056 90,327 98,282 93,692 91,567 93,351

通所リハビリテーション 61,530 66,474 71,957 73,478 81,482 77,929

短期入所生活介護 109,488 87,724 73,785 86,440 82,925 97,116

短期入所療養介護 90,695 80,159 73,745 80,576 83,812 103,350

福祉用具貸与 12,035 10,285 10,981 10,353 11,133 10,311

特定施設入居者生活介護 189,575 181,112 200,048 181,287 166,681 173,147

介護予防支援・居宅介護支援 13,210 12,313 12,020 12,351 12,633 12,099

定期巡回・
随時対応型訪問介護看護

167,296 182,051 147,618 155,763 127,461 102,467

夜間対応型訪問介護 39,145 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護 78,373 98,550 175,542 110,633 124,868 55,347

認知症対応型通所介護 122,796 125,369 194,197 138,350 124,191 139,706

小規模多機能型居宅介護 193,684 179,043 174,766 160,870 205,744 158,492

認知症対応型共同生活介護 268,293 258,135 253,891 241,282 265,423 261,194

地域密着型
特定施設入居者生活介護

202,085 198,565 0 0 0 0

看護小規模多機能型居宅介護 264,175 252,711 0 0 293,294 215,471

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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５ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果 

※単一回答における構成比（％）は、百分比の小数点第２位を四捨五入しているため、合計は 100％

と一致しない場合があります。 

※構成比（％）は、回答人数を分母として算出しています。 

※表記中のｎ＝は、回答者数を表しています。 

 

（１）介護の必要性及び疾病 

○現在治療中、又は後遺症のある病気が「ない」方の割合は全体で 12.6％とな

っています。 

○現在治療中、又は後遺症のある病気としては、「高血圧」46.8％が最も高く、

次いで「目の病気」18.3％、「高脂血症(脂質異常症)」15.5％となっています。 

       

選択肢 回答数
(複数可)

割合

高血圧 894 46.8%

目の病気 350 18.3%

高脂血症（脂質異常症） 296 15.5%

糖尿病 255 13.3%

心臓病 229 12.0%

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症
等）

220 11.5%

腎臓・前立腺の病気 159 8.3%

耳の病気 128 6.7%

胃腸・肝臓・胆のうの病気 121 6.3%

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等） 102 5.3%

外傷（転倒・骨折等） 74 3.9%

がん（悪性新生物） 64 3.3%

脳卒中（脳出血・脳梗塞等） 63 3.3%

血液・免疫の病気 19 1.0%

うつ病 19 1.0%

パーキンソン病 10 0.5%

認知症（アルツハイマー病等） 5 0.3%

その他 202 10.6%

ない 241 12.6%

サンプル数 1,912

46.8%

18.3%

15.5%

13.3%

12.0%

11.5%

8.3%

6.7%

6.3%

5.3%

3.9%

3.3%

3.3%

1.0%

1.0%

0.5%

0.3%

10.6%

12.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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○現在治療中、又は後遺症のある病気を性別で比較すると、男性は「心臓病」、「糖

尿病」、「腎臓・前立腺の病気」などの割合が、女性と比較し高くなっています。

女性は「筋骨格の病気」、「目の病気」などの割合が男性と比較し高くなってい

ます。 

       

49.2%

3.8%

14.8%

17.8%

15.5%

5.3%

6.3%

8.3%

11.5%

2.5%

3.7%

1.1%

0.7%

0.2%

0.2%

14.9%

6.7%

9.2%

14.4%

44.8%

2.9%

9.8%

9.8%

17.8%

5.4%

6.4%

1.7%

17.8%

5.0%

3.1%

0.9%

1.2%

0.3%

0.8%

21.0%

6.7%

11.6%

11.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高血圧

脳卒中

心臓病

糖尿病

高脂血症

呼吸器の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

腎臓・前立腺の病気

筋骨格の病気

外傷

がん

血液・免疫の病気

うつ病

認知症

パーキンソン病

目の病気

耳の病気

その他

ない

男性 女性
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○介護・介助の主な原因としては、「高齢による衰弱」が 23.0％で最も高く、次

いで、「骨折・転倒」19.6％、「心臓病」13.9％となっています。 

   

 

 

 

  

選択肢 回答数
(複数可)

割合

高齢による衰弱 68 23.0%

骨折・転倒 58 19.6%

心臓病 41 13.9%

脳卒中 33 11.1%

関節の病気（リウマチ等） 28 9.5%

糖尿病 27 9.1%

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等） 24 8.1%

脊椎損傷 21 7.1%

がん（悪性新生物） 17 5.7%

認知症（アルツハイマー病等） 16 5.4%

視覚・聴覚障害 10 3.4%

パーキンソン病 6 2.0%

腎疾患（透析） 6 2.0%

その他 35 11.8%

不明 6 2.0%

サンプル数 296

23.0%

19.6%

13.9%

11.1%

9.5%

9.1%

8.1%

7.1%

5.7%

5.4%

3.4%

2.0%

2.0%

11.8%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）生活機能リスク 

ア）世帯状況と生活機能リスク 

○運動器機能低下リスク、認知機能低下リスク、口腔機能低下リスク、うつリス

クについて、高齢者独居世帯のリスク該当者が多くなっています。 

        

 

イ）社会参加の状況と生活機能リスク 

○週 1 回以上の社会参加がある高齢者は、週 1 回以上の社会参加がない高齢者

と比較して、全ての生活機能リスク該当者が低い状況となっています。 

         

17.8%

39.6%

23.5%

6.0%

45.3%

12.4%

7.9%

35.5%

20.1%

4.3%

38.3%

14.1%

11.3%

35.8%

22.4%

7.8%

38.5%

19.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

運動器機能低下リスクあり

認知機能低下リスクあり

口腔機能低下リスク

閉じこもりリスクあり

うつリスクあり

IADL低下

高齢者独居(n=298) 高齢者夫婦(n=859) その他(n=701)

6.1%

35.5%

17.6%

2.3%

34.7%

11.1%

13.5%

37.6%

25.5%

8.7%

43.7%

18.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

運動器機能低下リスクあり

認知機能低下リスクあり

口腔機能低下リスク

閉じこもりリスクあり

うつリスクあり

IADL低下

週１回以上社会参加あり(n=862) 週１回以上社会参加なし(n=852)
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ウ）知人・友人との交流と生活機能リスク 

○週 1 回以上の知人・友人との交流がある高齢者は、週 1 回以上の知人・友人

との交流がない高齢者と比較して、運動器機能低下リスク、口腔機能低下リ

スク、閉じこもりリスク、うつリスク、低 IADL において、リスク該当者が

少ない状況となっています。 

     

 

 

（３）外出及び地域での活動等の状況 

○外出の状況については、「週２～４回」が 42.9％で最も高く、次いで、「週５

回以上」37.4％、「週１回」12.8％となっています。 

 一方で、「ほとんど外出しない」が 6.0％となっています。 

     

 

  

7.1%

37.0%

19.1%

2.0%

33.8%

13.1%

12.9%

35.7%

23.3%

8.5%

43.8%

17.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

運動器機能低下リスクあり

認知機能低下リスクあり

口腔機能低下リスク

閉じこもりリスクあり

うつリスクあり

IADL低下

週１回以上知人・友人と交流あり(n=717)

週１回以上知人・友人と交流なし(n=1,133)

選択肢 回答数 割合

ほとんど外出しない 115 6.0%

週１回 245 12.8%

週２～４回 820 42.9%

週５回以上 715 37.4%

無回答 17 0.9%

サンプル数 1,912 100.0%

6.0%

12.8%

42.9%

37.4%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%



第２章 高齢者を取り巻く状況 
 

29 

 

○地域での活動の状況については、いずれの活動において「参加していない」

が 50％を超えています。 

     

 

○収入のある仕事については、「参加していない」が 54.3％で最も高くなって

います。 

     

 

 

  

1.0%

4.6%

2.0%

0.3%

1.2%

7.4%

4.5%

1.0%

1.0%

6.4%

4.1%

0.9%

5.0%

5.6%

9.3%

3.5%

6.6%

3.4%

5.9%

3.5%

61.2%

52.9%

51.9%

64.3%

23.9%

19.7%

22.4%

26.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティアグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

週4回以上 週2～3日 週1回 月1～3回 年に数回 参加していない 無回答

選択肢 回答数 割合

週４回以上 235 12.3%

週２～３回 82 4.3%

週１回 25 1.3%

月１～３回 33 1.7%

年に数回 33 1.7%

参加していない 1,038 54.3%

無回答 453 23.7%

サンプル数 1,912 100.0%

12.3%

4.3%

1.3%

1.7%

1.7%

54.3%

23.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（４）家族や友人・知人以外で相談する相手 

○「そのような人はいない」が 33.4％で最も高くなっています。 

     

 

（５）認知症 

○「認知症に関する相談窓口を知っているか」については、「はい」が 26.8％と

なっています。 

     

 

○「認知症の方やその家族に対する地域での協力」については、「認知症に関する

正しい知識の理解、普及、啓発」が 68.2％で最も高く、次いで、「定期的な見

守りや声かけ」63.4％となっています。 

       

選択肢 回答数
(複数可)

割合

医師・歯科医師・看護師 621 32.5%

地域包括支援センター・役所・役場 367 19.2%

社会福祉協議会・民生委員 312 16.3%

自治会・町内会・老人クラブ 178 9.3%

ケアマネジャー 161 8.4%

その他 92 4.8%

そのような人はいない 639 33.4%

サンプル数 1,912

32.5%

19.2%

16.3%

9.3%

8.4%

4.8%

33.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

はい 513 26.8%

いいえ 1,320 69.0%

無回答 79 4.1%

サンプル数 1,912 100.0%

26.8%

69.0%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数
(複数可)

割合

認知症に関する正しい知識の理解、普
及、啓発

1,304 68.2%

定期的な見守りや声かけ 1,213 63.4%

外出時に道に迷った時の声かけ 1,005 52.6%

認知症の人や家族が集える場 652 34.1%

その他 65 3.4%

サンプル数 1,912

68.2%

63.4%

52.6%

34.1%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（６）成年後見制度 

○成年後見制度についての窓口を知っているかについては、「はい」が

15.7％、「いいえ」が 75.8％となっています。 

     

 

○成年後見制度を利用してみたいかについては、「まだ必要ないので，利用した

いと思わない」が 58.8%で最も高く、次いで、「まだ必要ないが，利用した

い（話を聞いてみたい）」13.3%、「不安を感じることはあるが、利用したい

とは思わない」13.2%となっています。 

     

 

（７）人生の最期をどこで過ごしたいか 

○「自宅」が 49.9％で最も高く、次いで、「病院」31.6％、「施設」8.4％と

なっています。 

     

  

選択肢 回答数 割合

はい 300 15.7%

いいえ 1,449 75.8%

無回答 163 8.5%

サンプル数 1,912 100.0%

15.7%

75.8%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

まだ必要ないので，利用したいと思わな
い

1,124 58.8%

まだ必要ないが，利用したい（話を聞い
てみたい）

254 13.3%

不安を感じることがあるので、利用した
い

32 1.7%

不安を感じることはあるが，利用したい
とは思わない

252 13.2%

無回答 250 13.1%

サンプル数 1,912 100.0%

58.8%

13.3%

1.7%

13.2%

13.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

自宅 955 49.9%

病院 605 31.6%

施設 160 8.4%

その他 56 2.9%

無回答 136 7.1%

サンプル数 1,912 100.0%

49.9%

31.6%

8.4%

2.9%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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６ 在宅介護実態調査結果 

○「今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護」について

は、「入浴・洗身」の割合が最も高く 23.1%となっています。次いで、「認知

症状への対応（22.2%）」、「外出の付き添い、送迎等（20.4%）」となってい

ます。 

      

 

  

選択肢 回答数
(複数可)

割合

入浴・洗身 25 23.1%

認知症状への対応 24 22.2%

外出の付き添い、送迎等 22 20.4%

夜間の排泄 20 18.5%

屋内の移乗・移動 17 15.7%

日中の排泄 12 11.1%

金銭管理や生活面に必要な諸手続き 12 11.1%

食事の準備（調理） 11 10.2%

その他の家事 10 9.3%

医療面での対応 6 5.6%

服薬 5 4.6%

身だしなみ 4 3.7%

食事の介助（食べる時） 3 2.8%

衣服の着脱 3 2.8%

その他 3 2.8%

不安に感じていることは、特にない 5 4.5%

主な介護者に確認しないと、わからない 11 10.2%

無回答 14 13.0%

サンプル数 108

23.1%

22.2%

20.4%

18.5%

15.7%

11.1%

11.1%

10.2%

9.3%

5.6%

4.6%

3.7%

2.8%

2.8%

2.8%

4.5%

10.2%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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○「主な介護者が行っている介護」については、「その他の家事（掃除、洗濯、買

い物 等）」の割合が最も高く 80.6%となっています。次いで、「外出の付き添

い、送迎等（76.9%）」、「金銭管理や生活面に必要な諸手続き（70.4%）」と

なっています。 

      

  

選択肢 回答数
(複数可)

割合

その他の家事 87 80.6%

外出の付き添い、送迎等 83 76.9%

金銭管理や生活面に必要な諸手続き 76 70.4%

食事の準備（調理） 72 66.7%

服薬 47 43.5%

衣服の着脱 37 34.3%

認知症状への対応 34 31.5%

身だしなみ 23 21.3%

屋内の移乗・移動 23 21.3%

入浴・洗身 21 19.4%

日中の排泄 16 14.8%

夜間の排泄 15 13.9%

医療面での対応 5 4.6%

その他 2 1.9%

無回答 2 1.9%

サンプル数 108

80.6%

76.9%

70.4%

66.7%

43.5%

34.3%

31.5%

21.3%

21.3%

19.4%

14.8%

13.9%

4.6%

1.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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○「在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス」については、「特に

なし」の割合が最も高く 42.4%となっています。次いで、「外出同行（通

院、買い物など）（15.2%）」、「配食（14.4%）」となっています。 

      

 

○「施設等検討の状況」については、「検討していない」の割合が最も高く 69.6%

となっています。次いで、「検討中（15.2%）」、「申請済み（5.6%）」となって

います。 

      

 

 

  

選択肢 回答数
(複数可)

割合

外出同行 19 15.2%

配食 18 14.4%

掃除・洗濯 13 10.4%

移送サービス 13 10.4%

見守り、声かけ 12 9.6%

調理 7 5.6%

買い物 7 5.6%

ゴミ出し 7 5.6%

サロンなどの定期的な通いの場 6 4.8%

その他 5 4.0%

特になし 53 42.4%

無回答 11 8.8%

サンプル数 125

15.2%

14.4%

10.4%

10.4%

9.6%

5.6%

5.6%

5.6%

4.8%

4.0%

42.4%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

申請済み 7 5.6%

検討中 19 15.2%

検討していない 87 69.6%

無回答 12 9.6%

サンプル数 125 100.0%

5.6%

15.2%

69.6%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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７ 介護人材実態調査結果 

○正規職員・非正規職員の割合をみると、「正規職員」が 63.3%、「非正規職員」

が 36.7%となっています。サービス系統別では、「正規職員」の割合が最も高

いのは「施設・居住系」（71.6%）となっています。 

    

 

○職員の性別・年齢別の構成をみると、60 歳代女性の占める割合が高くなって

います。また、60 歳以上が 34.7％となっています。 

    

 

  

63.3%

44.0%

63.6%

71.6%

36.7%

56.0%

36.4%

28.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計(n=409)

訪問系(n=91)

通所系(n=110)

施設・居住系(n=208)

正規職員 非正規職員

0.5%

2.4%

6.6%

5.1%

6.4%

2.9%

1.5%

0.7%

3.7%

10.0%

15.4%

13.4%

20.8%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（計） 女性（計）
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○施設・居住系の職員の性別・年齢別の構成をみると、60 歳代の女性が 17.3％

で最も高くなっています。また、60 歳以上が 30.2％となっています。 

    

 

○通所系の職員の性別・年齢別の構成をみると、40 歳代の女性が 23.6％で最も

高くなっています。また、60 歳以上が 21.7％となっています。 

    

 

  

0.5%

3.8%

5.8%

7.7%

9.6%

3.8%

1.4%

0.5%

5.3%

8.2%

11.5%

14.9%

17.3%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（計） 女性（計）

0.9%

1.8%

10.9%

3.6%

5.5%

1.8%

0.9%

1.8%

2.7%

19.1%

23.6%

8.2%

14.5%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（計） 女性（計）
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○訪問系の職員の性別・年齢別の構成をみると、60 歳代の女性が 36.3％で最も

高くなっています。また、60 歳以上が 60.5％となっています。 

    

 

 

８ 居所変更実態調査結果 

○過去１年間の退所・退所者に占める居所変更人数は 56 人、居所変更割合は

51.9％となっています。また、死亡人数は 52 人、死亡割合は 48.1％となっ

ています。 

     

  

0.0%

0.0%

3.3%

1.1%

0.0%

2.2%

2.2%

0.0%

1.1%

3.3%

14.3%

16.5%

36.3%

19.8%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（計） 女性（計）
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○居所変更した人の要支援・要介護度をみると、要介護４が 30.4％で最も高く、

次いで、要介護２が 25.0％、要介護３が 19.6％となっています。 

      

 

○居所変更した理由をみると、「医療的ケア・医療処置の必要性の高まり」が最も

多く、次いで、「その他」などとなっています。 

      

 

  

13 

7 

4 

4 

2 

2 

1 

1 

0 

0 2 4 6 8 10 12 14

医療的ケア・医療処置の必要性の高まり

その他

上記以外の状態像の悪化

費用負担が重くなった

必要な身体介護の発生・増大

認知症の症状の悪化

必要な支援の発生・増大

状態等の改善

必要な居宅サービスを望まなかったため
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９ 在宅生活改善調査結果 

○現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者は 107 人と推計されま

す。利用者の属性をみると、「その他世帯、自宅等（持ち家）、要介護２以下」、

「独居、自宅等（持ち家）、要介護２以下」が 18 人で最も多くなっています。 

     

 

○生活の維持が難しくなっている理由については、「認知症の症状の悪化」が

60.9％で最も高く、次いで、「必要な身体介護の増大」51.6％、「必要な生活

支援の発生・増大」48.4％となっています。 

     

  

60.9%

51.6%

48.4%

18.8%

14.1%

3.1%

1.6%

68.3%

41.5%

56.1%

22.0%

9.8%

4.9%

0.0%

47.8%

69.6%

34.8%

13.0%

21.7%

0.0%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

認知症の症状の悪化

必要な身体介護の増大

必要な生活支援の発生 増大

医療的   医療処置の必要性の

高まり

その他 本人の状態等の悪化

本人の状態等の改善

該当なし

合計(n=64) 要支援1～要介護2(n=41) 要介護3～要介護5(n=23)



第２章 高齢者を取り巻く状況 
 

40 

 

○「在宅生活の維持が難しくなっている人 64 人」の生活の改善に必要と思われ

るサービス変更については、「より適切な在宅サービス若しくは住まい・施設等」

が 30 人で最も多く、次いで、「より適切な住まい・施設等」22 人となってい

ます。 
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第３章 基本理念と重点分野 

１ 基本理念 

本町では菊陽町総合計画に基づき「人・緑・未来『さん』と輝く生活都市きくよう」

を将来像としてまちづくりを進めています。このまちづくりの目標（都市像）の一つで

ある「人が豊かに育つまち」を実現するために、「地域で支え合い、みんなが健康で暮

らせるまちづくり」を基本理念に掲げ、高齢者施策を推進してきました。 

第９期計画においては、団塊ジュニア世代が65歳に到達する2040年度を見据え、

本町の地域包括ケアシステムの更なる深化・推進を図るため、第 8 期計画の基本理念

を継承し、町民・事業者・関係者等と連携・協働しながら、その実現に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 重点分野 

本町の高齢者に関する現状及び将来予測や各種調査結果、国の基本指針を踏まえ、本

計画の基本理念の実現に向けた取組を進めるために、６つの重点分野を設定し、施策を

総合的に推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

地域で支え合い、 

みんなが健康で暮らせるまちづくり 

１ 高齢者が元気で活躍する社会の実現と自立支援の推進 

２ 認知症施策の推進 

３ 在宅医療の充実と在宅医療・介護連携の推進 

４ 多様な住まい・サービス基盤の整備 

５ 介護人材の確保と介護サービスの質の向上 

６ 災害や感染症への対策 



第３章 基本理念と重点目標 

42 

 

３ 施策の体系 

 

 

  

重点分野１

高齢者が元気で活躍する社会の実現と自立支援の推進

重点分野２

認知症施策の推進

重点分野３

在宅医療の充実と在宅医療・介護連携の推進

重点分野４

多様な住まい・サービス基盤の整備

重点分野５

介護人材の確保と介護サービスの質の向上

重点分野６

災害や感染症への対策

地
域
で
支
え
合
い
、
み
ん
な
が
健
康
で
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

基本理念 重点分野
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１ 地域・社会活動の推進

２ いきがい就労の促進

３ 健康寿命の延伸に向けた健康づくり・介護予防の推進

４ 地域リハビリテーションの推進・地域包括支援センター等の機能強化

５ 地域生活の基盤整備

６ 見守りネットワークの構築

１ 医療体制の整備

２ 介護体制の整備

３ 地域支援体制の整備及び社会参加の充実

４ 高齢者の権利擁護・虐待防止の推進

１ 訪問診療・訪問看護等の在宅医療の提供体制の充実

２ 在宅医療と介護を支える多職種連携の促進

３ ICTを活用したネットワークづくり

１ 多様なサービス基盤の整備促進

２ 個室・ユニットケアの推進

３ 特養等における医療・看護サービスの推進

４ 多様な住まいの確保

１ 多様な人材の確保・育成

２ 介護現場の生産性向上と定着促進

３ 県と連携した指導・監査等の充実

４ 介護給付の適正化の推進

１ 要配慮者の被害防止対策と被災者への支援

２ 感染症に対応したサービスの提供体制の整備

主要施策
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第４章 高齢者施策の展開 
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第４章 高齢者施策の展開 

第１節 高齢者が元気で活躍する社会の実現と自立支援の推進 

１ 地域・社会活動の推進 

【現状と課題】 

・本町の高齢者のうち、ボランティア活動など、何らかの地域活動に参加する人は、

約９％～約２７％ですが、９０％以上の人が、週１回以上、外出しています。 

・高齢者が地域社会において自立した生活を営むためには、生きがいを持って日常

生活を過ごすことが重要であることから、多くの高齢者が、ボランティア活動な

ど、何らかの地域活動に参加できる場を提供することが必要です。 

・また、高齢者は、日常生活における活動量の低下や社会とのつながりの喪失が、

フレイル状態となるきっかけとなることから、多様な地域資源を活用し、地域・

社会活動につなげる取組が必要です。 
 

【目指すべき方向】 

・毎日の生活を活動的に送り、誰かに必要とされる充実感や、人とのつながりによ

り人生を豊かにできるよう、地域に多様な「活動」や「参加」の場づくりを推進

します。 
 

【具体的な取組】 

（１）老人クラブ活動の推進 

・友愛活動（シルバーヘルパー活動）、清掃活動、防犯交通安全活動等を行う町内の

老人クラブ活動を支援します。 
 

（２）ボランティア活動への参加促進 

・高齢者を対象とした介護予防パートナー養成講座を開催し、ボランティア人材の

育成を行います。 

・介護予防パートナーが住民主体型通所事業等のボランティア活動に参加した際は、

活動ポイントの付与を行います。 

・社会福祉協議会のボランティアセンター事業と連携を図り、ボランティアとして

の登録や活動場所の紹介を行います。 
 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ボランティアのグループ
の参加頻度で「参加して
いない」の割合（％） 
（ニーズ調査） 

- 61.2 - 60 59 58  

介護予防パートナー養成
講座受講者数（人） 7 14 11 15 20 30 

介護予防パートナー活動
実人数（人） 28 28 30 40 50 60 

重点分野１ 高齢者が元気で活躍する社会の実現と自立支援の推進 
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２ いきがい就労の促進 

【現状と課題】 

・本町の高齢者の就業率は、熊本県の平均よりは低いものの、平成２７年と令和２

年の比較で、増加傾向にあります。 

・高齢者が地域社会において自立した生活を営むためには、生きがいを持って日常

生活を過ごすことが重要であることから、多くの高齢者が、就労的活動を通じて、

社会貢献ができる場を提供することが必要です。 

・また、多様な経験、知識、技能を持った高齢者の就労促進には、元気な高齢者を

増やすことにつながり、介護予防にも効果があります。 

 

【目指すべき方向】 

・元気な高齢者を増やし、意欲のある高齢者が培った経験等を活かした生涯現役で

活躍し続けられる地域の仕組みづくりに取り組みます。 

 

【具体的な取組】 

（１）高齢者の希望に応じた多様な就労促進 

・シルバー人材センター事業など、働く意欲のある高齢者に対し、経験や希望に合

った仕事を紹介し、就業を通じた社会参加につなげる活動を支援します。 

・就労的活動の場づくりと働く意欲のある高齢者のマッチングを行う、就労的活動

支援コーディネーターの配置を検討します。 

 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

収入のある仕事を週 1 回

以上従事している人の割

合（％）（ニーズ調査） 

- 18.5 - 19 20 21 

シルバー人材センター等

の就労関する地域住民へ

の周知回数（回） 

0 0 1 5 5 5 
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３ 健康寿命の延伸に向けた健康づくり・介護予防の推進 

【現状と課題】 

・※1 本町の平均寿命（男性 84.0 歳、女性 89.7 歳）と健康寿命（男性 82.2 歳、

女性 85.9 歳）は、令和４年度において、国や県の平均を上回っているもの、不

健康期間（男性 1.8 年、女性 3.8 年）には大きな差が見られません。 

・介護・介助の主な原因では、「高齢による衰弱」、「骨折・転倒」、「心臓病」、「脳卒

中（脳出血・脳梗塞等）」の割合が高くなっています。 

・日常生活に制限のある不健康期間（平均寿命と健康寿命の差）を短縮するために

は、比較的若い年齢からの介護予防・重度化防止を視野に入れた疾病予防、健康

づくりに取り組むことが重要です。 

・また、単身高齢者世帯においては、生活機能リスクの該当者が多い一方、週１回

以上の知人・友人との交流がある高齢者は、運動器機能低下リスクなどの該当者

が少ないことから、あらゆる機会を捉えた外出機会の創出が必要です。 

 

    

【目指すべき方向】 

・高齢者が、自らの心身機能の維持や健康づくりに関心を高め、地域の社会資源を

活用し、多様な活動に参加することを促します。 

・心身機能が一時的に低下した高齢者については、回復可能性を引き上げる専門的

な支援に積極的につなげます。 

 

【具体的な取組】 

（１）高齢者の身体活動・運動の推進 

・地域公民館などにおいて、地域住民自らが主体となって実施する住民主体型通所

事業（通称：通いの場）の立上げや、活動内容の充実のための支援に取り組みま

す。 

・ふれあいサロン事業の活動内容の充実に取り組みます。 

・高齢者の多様な通いの場などの活動拠点となる介護予防拠点施設を計画的に整備

します。 

・あらゆる機会を通じ、生活習慣病の重症化予防や転倒予防、筋骨格の機能の維持

向上の啓発に取り組みます。 

・老人クラブが行う健康づくり事業（ノルディックウォーキング）への支援を行い

ます。 

・官民の多様な社会資源を活用し、高齢者自らが健康づくりに励むことができる新

たな事業の創設を検討します。  

※1(出典：国保データベースシステム) 
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指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

高齢者の通いの場への 
参加率（ニーズ調査）（％） 

- 3.5 - 10 20 30 

住民主体型通所事業に 
よる補助団体数（団体） 

5 5 4 5 6 8 

介護予防拠点施設（※）

の整備状況（新規）（箇所） 
0 0 0 0 1 2 

 

 

（２）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

・ふれあいサロンや通いの場等で、健康講話や栄養指導を行います。（ポピュレーシ

ョン・アプローチ） 

・専門的な支援を行った方がよい後期高齢者については、保健師や管理栄養士が戸

別訪問し、受診勧奨や介護予防事業につなげることで、疾病の重症化予防やフレ

イル予防に取り組みます。（ハイリスク・アプローチ） 

・比較的若い年齢から健康増進や介護予防を意識した生活習慣となるよう、健康・

保険課と連携を図りながら、本町の健康課題に則した一貫した取組を実施してい

きます。 
 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

健康寿命（※平均自立期
間）男性（歳） 

81.7 
（平均寿命

83.4） 

82.2 
（平均寿命

84.0） 

82.2 
（平均寿命

84.0） 
82.3 82.4 82.5 

健康寿命（※平均自立期
間）女性（歳） 

84.8 
（平均寿命

88.2） 

85.9 
（平均寿命

89.7） 

85.2 
（平均寿命

88.9） 
85.3 85.4 85.5 

個別訪問や出前講座によ
る支援実人数（人） 

281 455 600 650 700 700 

 

（３）老人福祉センター 

・高齢者に対し、各種相談に応じるとともに、健康の増進、教養の向上、レクリエ

ーションなどを行う施設です。町内には、役場本庁舎の近くに１か所あります。 

・本施設では、健康マージャンや、男のつどいなどの講座が行われており、多くの

高齢者で賑わっています。 

 

（４）70歳以上の希望者への無料入浴券の支給（新規・一般財源事業） 

・単身高齢者世帯などの引きこもり防止と健康増進を目的に、７０歳以上の希望者

を対象に無料入浴券の支給を行います。 
 

指標 
実績値 見込値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ほとんど外出しない人の
割合（ニーズ調査）（％） - 6.0 - 5.0 4.0 3.0 

（※）介護予防拠点施設は現在、3 か所（武蔵ヶ丘 7 町内、武蔵ヶ丘 8 町内、新山）に整備済み。 
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４ 地域リハビリテーションの推進・地域包括支援センター等の機能強化 

【現状と課題】 

（地域リハビリテーションの推進） 

・本町は、調整済み認定率の比較において、要介護２、要介護４、要介護５の認定

率が、国平均及び県平均よりも高く、重度化が進んでいることが伺えます。 

・専門職や事業所においては、要介護者や要支援者が、本人の状況に応じて、可能

な限り重度化を防ぎ、尊厳を持って暮らせるようなリハビリテーションを受ける

ことができる体制を構築することが必要です。 

（地域包括支援センター等の機能強化） 

・本町の高齢化率は、令和 5 年の 21.4％から、令和 22 年には、23.4％に増加す

ると推計されており、単身高齢者世帯の数も年々、増加傾向にあります。 

・今後の高齢化の進展や家族形態の変化等に伴い増加する、複雑かつ複合的な課題

を抱える高齢者やその家族及び地域からの相談に対応できるよう、地域包括支援

センターの体制の強化が必要です。 

 

【目指すべき方向】 

（地域リハビリテーションの推進） 

・事業所における、本人を元の暮らしに戻すリハビリテーションの機能強化の取組

を支援します。 

・専門職における、本人が取り戻したい活動を達成する支援を実践する支援技術の

習得の取組を支援します。 

（地域包括支援センター等の機能強化） 

・地域包括支援センターにおいては、支援を必要とする高齢者等からの相談や地域

からの相談に対応できるよう人員体制の強化に取り組みます。 

 

【具体的な取組】 

（１）地域リハビリテーション広域支援センターとの連携 

・熊本県が取り組む地域リハビリテーション推進体制において、「地域リハビリテー

ション広域支援センター（熊本リハビリテーション病院）」が、本町に立地するこ

とは、本町の強みです。 

・この強みを最大限に活かし、「地域リハビリテーション広域支援センター」からの

支援を得て、介護予防事業や地域ケア個別会議等へのリハビリテーション専門職

の派遣に取り組みます。 

・加えて、町内の介護予防関係者等を対象にした技術的な支援にも取り組みます。 
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【地域リハビリテーション広域支援センター】 

熊本県では地域リハビリテーション広域支援センターとして県内 17 か所の医

療機関等を指定し、市町村や介護予防事業所に対しリハビリテーション等の介護

予防に関する技術的支援を行っています。 

 

 

 

 

（２）地域包括支援センターの機能強化 

・今後の高齢者数の増加に併せ、地域包括支援センターの人員体制の強化に取り組

みます。 

・自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメントの基本方針を定め、地域包括支

援センターの介護支援専門員などと情報共有します。また、研修会の開催等を通

して、ケアマネジメント力の向上などの人材育成を図ります。 

・重層的支援体制整備事業の令和６年度からの開始に併せて、障がい、子ども、困

窮に関わる多機関と連携し、包括的相談支援事業に取り組みます。 

・ヤングケアラーの支援については、こども総合相談室と連携し、介護を必要とす

る保護者等を中心に支援を行います。 

 

  

出典：熊本県資料 
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（３）地域ケア会議の充実・機能強化 

・地域ケア個別会議を定期的（月１回以上）に開催し、個別課題の解決、地域包括

支援ネットワークの構築などに取り組みます。 

・地域包括支援センターの介護支援専門員などの専門職が「ケアプラン点検」に積

極的に関わるとともに、地域ケア個別会議との連動により、自立支援型ケアマネ

ジメントが提供される環境づくりに取り組みます。 

 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防関係者等を対象

とした技術的な支援回数

（回） 

0 0 0 1 2 3 

地域包括支援センター内

の研修会実施回数（回） 
2 3 3 4 4 4 

介護保険新規認定申請件

数（人） 
285 345 350 360 370 380 

認定率（国保データベー

スシステム）（％） 
19.6 17.5 18 18 18 18 

（※）改善度（国保デー

タベースシステム）（％） 
101.3 129.6 130 130 以上 130 以上 130 以上 

（※）悪化度（国保デー

タベースシステム）（％） 
111.5 94.8 95 95 未満 95 未満 95 未満 

 

 

 

  

（※）改善度、悪化度の算出方法などを記載 
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５ 地域生活の基盤整備 

【現状と課題】 

・本町では、介護予防・日常生活支援総合事業のほか、任意事業、特定事業により、

生活支援サービス等の充実に取り組んでいます。 

・今後、高齢者が住み慣れた家や地域で生活を継続させていくためには、見守り、

配食、買い物や家族介護者への支援等の多様なサービスが、インフォーマルなサ

ービスも含め、利用者のニーズに応じて、提供されることが求められます。 

・その中で、生活支援コーディネーターは生活支援の担い手やサービスの開発等を

行う重要な役割を担っており、生活支援コーディネーターの資質向上に継続して

取り組む必要があります。 

・生活支援コーディネーターが令和４年度までに行ったニーズ把握では、買い物等

の生活支援が多いことが見えてきました。 

・在宅介護実態調査では、「外出同行（通院、買い物など）」が、在宅生活の継続の

ために、充実が最も必要なサービスとなっており、移動手段の確保・充実が求め

られています。 

 

【目指すべき方向】 

・生活支援コーディネーターが持つ、３つのコーディネート機能（資源開発、ネッ

トワーク構築、ニーズと取組のマッチング）を発揮することにより、地域におけ

る多様な生活支援サービス等の提供体制の整備を推進します。 

・病院受診への同行など、インフォーマルなサービス等では対応が難しいニーズに

ついては、町が主体となり、新たな生活支援サービス等の確保に取り組みます。 

 

【具体的な取組】 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業や生活支援サービスの充実 

・要支援者や基本チェックリスト該当者を対象に、要介護状態等となることの予防

などを目的とした介護予防事業に継続して取り組みます。（総合事業） 

・要支援者や基本チェックリスト該当者以外には、ふれあいサロンや通いの場等に

おいて、気軽な介護予防の機会を提供します。（一般介護予防事業） 

・加えて、要支援者や基本チェックリスト該当者の生活課題の解決のため、生活支

援サービスの事業に継続して取り組みます。（任意事業、特定事業） 

・要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加状況等を把握するため、「介護予

防・日常生活圏域ニーズ調査」を実施します。（一般介護予防事業評価事業） 
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（２）移動手段の充実 

・民間事業所や、地域住民、ボランティアなどが主体となる、移動を含んだ新たな

買い物支援サービスの開発に取り組みます。 

・「外出同行（通院）」のニーズの増加に対応し、現行の外出支援サービス事業の強

化に取り組みます。 

 

 

【令和５年度 高齢者福祉支援サービス実施一覧（介護予防・生活支援サービス事業・一般介護予防事業）】 

 

  

通
所
型
サ
ー
ビ
ス 　65歳以上の方で基本

チェックリストにて総
合事業事業対象者であ
ると判断された方

通所介護相当事業 通所介護相当事業

　デイサービス事業所で、
食事や入浴などのサービス
や、生活機能向上のための
トレーニングを日帰りで行
います。

　65歳以上で基本
チェックリストに該当
し、予防指導・情報提
供が必要であると判断
された方、入浴介助や
食事、生活機能向上の
ためのトレーニングが
必要と判断された方。

　65歳以上のひとり暮
らし等で基本チェック
リストに該当又は要支
援認定に該当して日常
生活上の支援が必要で
あると判断された方

　65歳以上のひとり暮
らし等で基本チェック
リストに該当又は要支
援認定に該当して身体
援助が必要であると判
断された方

訪問型介護予防事業 訪問型サービスＣ

　理学療法士等が3ヶ月程
度を目安に居宅を訪問し、
生活機能向上のためのプロ
グラムに取り組んでいきま
す。

　65歳以上で基本
チェックリストにて総
合事業事業対象者であ
ると判断された方

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

訪問介護相当事業
訪問介護員等による

サービス

　訪問介護員等が家庭を訪
問して、入浴介助等の身体
介護を行います。

日常生活援助事業 訪問型サービスＡ

　訪問介護員等が家庭を訪
問して、調理や掃除、洗
濯、買物等の生活援助を行
います。

短期集中予防型通所事業 わくわく元気塾
（通所型サービスＣ）

　要支援又は要介護状態に
なる可能性の高い高齢者を
対象とした介護予防の教室
です。体操やストレッチ等
のプログラムに取り組んで
いただきます。

事
業
項
目

事業名 サービス名 サービス内容 利用対象者
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　65歳以上の方

　65歳以上で医師から
運動制限がない方

　65歳以上の方で介護
保険又は総合事業の通
所サービスを利用して
いない方

一
般
介
護
予
防
事
業

地域介護予防活動支援
事業

地域住民グループ
支援事業

(ふれあいサロン事業)

　地域の中で仲間づくりや
異世代交流を行い、人と人
とを結ぶふれあいの場とし
て、食事会や軽運動等を行
う、地域の皆さんが運営す
る活動です。

　65歳以上の方

地域介護予防活動支援
事業

介護予防生きがい・
運動教室通所事業

（いきいき大学）

介護予防把握事業
ごきげんコール

（見守りサービス）

　ボランティアが電話にて
安否確認や健康状態の把
握、孤独感の解消を図りま
す。

　65歳以上で安否確認
が必要な方

地域介護予防活動支援
事業

健康づくり推進事業

（健康ウォーキング）

　ノルディックスティック
を使用し、講師の指導のも
とウォーキングを通じた健
康づくり活動を行います。

　65歳以上の方

地域介護予防活動支援
事業

さんさん介護予防
パートナー事業

町の施設において、機能訓
練とレクリエーションを通
し、在宅高齢者の健康保持
と生きがいづくり、仲間づ
くりを行います。

　町の介護予防教室等の参
加者へのサポートと自らの
健康づくりを目的とした養
成講座を行います。

地域介護予防活動支援
事業

住民主体型通所事業

　地域の集会場に自主的に
集まり、そこで体操等の介
護予防の取組を行います。

事
業
項
目

事業名 サービス名 サービス内容 利用対象者
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【令和５年度 高齢者福祉支援サービス実施一覧（任意事業、その他のサービス）】 

 

  

そ
の
他

キャロットサービス

　社協独自の住民参加型在宅支援
サービスで、支援を受けたい方（依
頼会員）と支援を行いたい方（協力
会員）がそれぞれ会員登録し、互い
に支え合うサービスです。

　菊陽町内に在住の方

　おおむね65歳以上のひとり暮らし
及び高齢者等で一時的に在宅生活が
困難な方

生活管理指導短期
宿泊

　体調不良やその他の理由で一時的
に在宅生活が困難な方を施設に宿泊
させ、日常生活に対する指導・支援
を行います。

　前年度の1年間、施設サービスを利
用しなかった重度要介護者を在宅で
介護している家族に対して支給しま
す。

　要介護4・5の高齢者を在宅で介護
している世帯の家族

特
定
事
業

外出支援サービス
事業

　移送用車両（リフトつき車両）に
より利用者の居宅と医療機関等の間
を送迎します。

　おおむね65歳以上の認知症または
下肢が不自由な方で家族等の支援が
困難な方

要援護高齢者等
寝具類洗濯

乾燥消毒サービス
事業

　衛生管理のため寝具類等の乾燥消
毒のサービスを行います。

　住民税非課税世帯のおおむね65歳
以上のひとり暮らし等で、衛生管理
が困難な方

家族介護用品
購入費助成

　重度要介護者を在宅で介護してい
る家庭に対して、介護用品にかかる
経費を助成します。

　要介護3・4・5の高齢者を在宅で介
護している世帯の家族

任
意
事
業

配食見守り
ネットワーク事業

　調理が困難な高齢者に対して、定
期的に家庭に訪問して、栄養バラン
スのとれた食事を提供するととも
に、利用者の安否確認を行います。

　おおむね65歳以上のひとり暮らし
等で栄養管理や安否確認が必要な方

家族介護教室
　家庭で介護されている方等が介護
に関する知識や技術について学ぶ為
の講習会を開催します。

　高齢者を現に介護している家族又
は近隣の援助者、これから介護を行
う方

在宅高齢者等２４時間
緊急通報体制整備

　急病や災害等の緊急時に迅速、適
切な対応を図るため、緊急通報装置
の貸与を行います。

　おおむね65歳以上のひとり暮らし
等で心疾患、発作を伴う疾患がある
方、または、下肢筋力の低下等によ
り転倒の恐れがある方

在宅重度要介護者
介護手当支給

事
業
項
目

サービス名 サービス内容 利用対象者
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６ 見守りネットワークの構築 

【現状と課題】 

・家族や友人・知人以外の相談相手については、相談相手がいないと回答した高齢

者が少なからずいる一方で、医師・歯科医師・看護師など、相談相手がいると回

答した高齢者も多く存在します。 

・高齢者が、家族や友人・知人以外の相談相手を持つことは、見守り体制を構築し

やすいことから、住み慣れた地域で安心して在宅生活を継続していくことにつな

がります。 

・近隣に家族や友人・知人がいない独居や夫婦のみの高齢者世帯など、各種相談機

関等だけでは、継続的な支援が困難な事例については、地域住民による見守り活

動との接続も重要です。 

 

【目指すべき方向】 

・高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域住民による見守り活動と

各種相談機関等による個別支援を連動させ、共に助け合い、支え合う地域づくり

を推進します。 

 

【具体的な取組】 

（１）多様な見守り体制の構築 

・「第４期菊陽町地域福祉計画・第６期菊陽町地域福祉活動計画」に基づき、「誰も

が安心して暮らせる見守り支援体制の推進」に取り組みます。（次頁参照） 

・「菊陽町地域防災計画」に基づき、近隣住民など支援協力者等がいない避難行動要

支援者（要介護３以上の要介護者など）については、介護保険制度関係者などの

避難支援等関係者からの協力を得て、避難支援者の選定を行います。 

・高齢者の見守りを行う事業として、配食見守りネットワーク事業、在宅高齢者等

２４時間緊急通報事業、ごきげんコールなどを実施します。 

 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

家族や友人・知人以外の

相談相手として「そのよ

うな人はいない」と回答

した割合（％）（ニーズ調

査） 

- 33.4 - 32 31 30 
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（２）高齢者等の消費者被害の未然防止・早期救済 

・高齢者の消費者被害を防止するため、消費生活相談等の各種相談窓口の周知や、

相談窓口の活用をあっせんします。 

 

  

●地域福祉活動で具体的に取り組む内容● 

 

① 見守り活動の継続とネットワークの強化 

各地区単位での組織化された見守り・支え合い活動ができるようふだんから住民の協力が

できる体制を作り、孤立防止につなげます。 

※民間企業との見守り体制構築の検討をします。 

※見守り活動の周知と地域での話し合いを強化します。 

※ふれあいカード及び緊急時安心カードの発行及び周知を強化します。 

 

② 見守り・支え合い活動と減災活動が一体となる活動モデルの検討 

高齢者や避難行動要支援者個別計画対象者のような方々への日頃の見守りを地域とともに

行える仕組みを整えます。また、平時や災害時に関係なく、常に見守り合う体制が構築でき

るよう努めます。 

※モデル地区を選定し協議します。 

 

③ 民生委員・児童委員の訪問活動の推進 

地区の民生委員・児童委員の安否確認を兼ねた訪問活動の促進や、地域住民への理解の促

進に努めます。 

※民生委員・児童委員活動の普及啓発を強化します。 

※一人暮らし高齢者訪問活動を強化します。 

※安心して活動ができるよう、訪問活動への支援を実施します。 

※スキルアップのための地域福祉勉強会を開催します。 

出典：第 4 期菊陽町地域福祉計画・第 6 期菊陽町地域福祉活動計画 
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第２節 認知症施策の推進 

１ 医療体制の整備 

【現状と課題】 

・本町の認知症高齢者数は、高齢者数の増加に伴い、年々増加し、令和 22（2040）

年には、令和４(2022)年の２倍になると推計されています。 

・しかし、認知症高齢者数が増加する一方、認知症の相談窓口を知っている人の割

合は、26.8％と低く、認知症が疑われる人に、適切な支援が届いていない可能性

があります。 

・熊本県では、地域の認知症疾患医療センター・専門医療機関と、認知症サポート

医、かかりつけ医、介護サービス事業所等が連携する認知症医療・介護体制を整

備しています。 

・認知症医療・介護体制の一角を担う、本町の地域包括支援センターにおいては、

「認知症初期集中支援チーム」での活動を通じ、医療体制の整備に取り組む必要

があります。 

 

【目指すべき方向】 

・認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、「認知症

初期集中支援チーム」の活動の充実を図ります。 

 

【具体的な取組】 

（１）早期発見・早期診断・早期対応のための体制整備 

・認知症が疑われる人の早期発見のため、認知症相談窓口の周知を、様々な媒体を

通じて行います。 

・認知症初期集中支援チーム活動により、認知症が疑われる人の早期発見や、早期

対応に努め、医療機関の受診や介護サービスにつなげるなどの支援を行います。 

 

（２）認知症医療・介護体制の強化 

・認知症疾患連携合同学習・事例検討会の実施を通して、認知症疾患医療センター、

認知症サポート医、かかりつけ医、介護サービス事業所等との連携強化を図りま

す。 

 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症の相談窓口を知っ

ている人の割合割合（％）

（ニーズ調査） 

- 26.8 - 27 28 29 

 

  

重点分野２ 認知症施策の推進 
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２ 介護体制の整備 

【現状と課題】 

・居所変更実態調査の結果では、2 事業所が居所を変更した理由を「認知症の症状

悪化」と回答しています。 

・認知症の人の状態は、周囲の人との関わり方やケアにより、左右されるため、認

知症の人を介護する人は、認知症のことをよく知り、適切に対応することが必要

です。 

・特に、認知症の人に関わる機会が多い介護サービス事業所等においては、認知症

のことをよく知り、本人主体の介護を実践するなど、認知症の人に対する介護の

質の向上に取り組む必要があります。 

 

【目指すべき方向】 

・研修等を通じ、町内の介護サービス事業所等で介護に従事する人の認知症対応力

の向上に取り組み、認知症の人とその家族の支援を重視した適切な認知症ケアの

確保に努めます。 

 

【具体的な取組】 

（１）認知症ケアの質の向上 

・町内の介護サービス事業所等に対し、熊本県が主催する認知症介護研修や、認知

症介護指導者の派遣事業への参加を勧奨します。 

・また、研修の機会を増やし、認知症対応力を向上させる観点から、町内の介護サ

ービス事業所等に対し、町独自での研修ができないか検討します。 

 

指標 
実績値 見込値 目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症対応力向上のため

の研修会実施回数（回） 
0 0 0 0 1 1 
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３ 地域支援体制の整備及び社会参加の充実 

【現状と課題】 

・本町では、地域包括支援センターに認知症地域支援推進を配置し、認知症の人や

その家族の相談、認知症に関する啓発などに取り組んでいます。 

・本町では、認知症サポーターを 10,204 人（令和５年９月末現在）、養成してき

ました。 

・一方で、地域での活動には結び付いておらず、今後は、「チームオレンジ」の活動

など、認知症サポーターなどによる地域で支援活躍が期待されます。 

・認知症の人やその家族に対する地域での協力については、「定期的な見守りや声掛

け」や、「外出時に道に迷った時の声掛け」ができると、半数以上の人が回答して

います。 

・認知症の人が尊厳を保持しつつ、住み慣れた地域で暮らし続けるためには、地域

社会が、認知症の人へ理解を深め、共生社会の実現を推進することが必要です。 

・また、今後は、認知症施策を総合的かつ計画的に推進するため、認知症基本法に

基づく、市町村認知症施策推進計画を策定することが必要です（努力義務）。 

 

【目指すべき方向】 

・認知症の人を支援する体制を構築、強化するため、認知症地域支援推進員による

活動を充実させるとともに、認知症サポーターの養成・活躍の場の拡大に努めま

す。 

 

【具体的な取組】 

（１）認知症ケアパスの活用 

・認知症地域支援推進員を中心に、認知症ケアパス（認知症の状態に応じた適切な

医療や介護サービス等の流れをまとめたパンフレット）の普及に取り組みます。 

 

（２）認知症サポーターの養成及び地域の見守り・支援活動の促進 

・認知症サポーターの養成は、引き続き、地域住民やこどもを対象に講座を開催す

るとともに、公共交通事業者、金融機関、小売業者、その他サービス事業者など

を対象に出前講座を開催します。 

・認知症カフェや、認知症サポーターなどと連携し、認知症高齢者を対象にした、

地域での見守り・支援活動を促進します。 

・加えて、認知症サポーターを中心とした認知症の人とその家族を早期から支援に

つなげる仕組みである「チームオレンジ」の構築に努めます。 

・認知症等により行方不明になる可能性のある人及びその家族等に対して、高齢者

等見守り事前登録の周知及び事前登録を推進します。 
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（３）認知症の家族に対する相談等 

・住民に身近な認知症の相談窓口である、地域包括支援センターの相談体制の強化

に取り組みます。 

・認知症カフェなどと連携し、認知症の人やその家族が、地域で孤立することがな

いようにするための事業を検討します。 

 

（４）高齢者向け位置情報サービス（GPS）の導入（新規・一般財源事業） 

・行方不明の可能性がある認知症疑いの高齢者に、町が、位置情報サービス（GPS）

を貸与する場合に、利用料の一部を助成します。 

 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症ケアパスの医療機

関等への配布数（部） 
1,340 516 100 1,000 1,000 1,000 

認知症サポーター養成者

数（人） 
287 601 750 800 800 800 

認知症サポーターの活動

者数（認知症 GH や認知症

カフェ等）（人） 

0 2 2 5 20 40 

認知症サポーターフォロ

ーアップ講座開催回数

（回） 

1 1 1 2 2 2 
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４ 高齢者の権利擁護・虐待防止の推進 

【現状と課題】 

・※1 成年後見制度を利用したい人が、286 人（15％）いる一方、成年後見制度の

相談窓口である地域包括支援センターでの相談件数が差ほど増えていないことか

ら、本制度の利用が進んでいないことが伺えます。 

・地域包括支援センターで対応する養護者等による高齢者の虐待件数は、年々、増

加傾向にあります。 

・※2 成年後見制度の窓口を約８割の人が知らないことから、まずは、高齢者の権利

擁護や虐待防止の相談窓口である地域包括支援センターの周知が必要です。 

・さらには、成年後見制度を必要とする人が、尊厳のある本人らしい生活を継続す

ることができる体制の整備を目指すことが必要です。 

 

【目指すべき方向】 

・地域共生社会の実現という目標に向け、本人を中心とした支援・活動における共

通基盤となる考え方として「権利擁護支援※」を位置付け、権利擁護支援の地域連

携ネットワークの一層の充実などの成年後見制度利用促進の取組を進めていきま

す。 

 

 

 

【具体的な取組】 

（１）成年後見制度の利用促進 

・成年後見制度利用促進基本計画を策定します。 

・成年後見制度の相談窓口である地域包括支援センターの周知に、積極的に取り組

みます。 

・成年後見制度の利用促進のため、地域包括支援センターの職員等が、熊本県主催

の研修等に積極的に参加します。 

 

 

 

 

 

 

  

※権利擁護支援：意思決定支援等による権利行使の支援や、虐待対応や財産上の不当取引きへの対応における

権利侵害から回復し、支援を主要な手段として、支援を必要とする人が、地域社会に参加し、

共に自立した生活を送るという目的を実現するための支援活動 
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【権利擁護支援チームと地域連携ネットワーク】 

 

     

 

 

 

（２）高齢者虐待に関する相談窓口の周知 

・高齢者虐待の相談窓口である地域包括支援センターの周知に、積極的に取り組み

ます。 

・高齢者虐待への対応力向上のため、地域包括支援センターの職員等が、熊本県主

催の研修等に積極的に参加します。 

 

（３）日常生活自立支援事業 

・判断能力の低下により日常的な金銭管理等が困難となった高齢者に対して、日常

的な金銭管理等を行う事業です。 

・菊陽町社会福祉協議会で実施しています。 

 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

成年後見制度の相談窓口

を知っている割合（ニー

ズ調査）（％） 

- 15.7 - 20  30  50  

 

 

 

  

出典：厚生労働省資料（一部抜粋） 
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第３節 在宅医療の充実と在宅医療・介護連携の推進 

１ 訪問診療・訪問看護等の在宅医療の提供体制の充実 

【現状と課題】 

・人生の最後を過ごしたい場所としては、「自宅」が約５割と最も多く、通院が困難

な高齢者の増加や、自宅で最期を迎えたいというニーズの高まりにより、在宅医

療への需要は今後、増加する見込みです。 

・在宅医療においては、訪問診療、訪問看護、在宅支援薬局等の在宅医療に携わる

専門職種との連携が重要です。 

・在宅医療には、①入退院支援、②日常生活の療養支援、③急変時の対応、④看取

りの４つの機能があり、これらの場面への対応が求められます。 

・熊本県の調査では、菊池圏域において、約５割の人が、地域の在宅医療や在宅介

護のことがよくわからないと回答しており、在宅医療等に対する住民の認知度を

あげる取組が必要です。 

 

【目指すべき方向】 

・在宅医療サポートセンター（菊池郡市医師会）や、地域で在宅医療に携わる医療

機関等と連携し、在宅医療が円滑に提供される体制の充実を図ります。 

 

【具体的な取組】 

（１）在宅医療体制の推進 

・地域包括支援センターにおいては、入院医療機関や在宅医療に係る機関と協働し、

退院支援の実施や、入院初期から退院後の生活を見据えた関連職種による退院支

援の実施などに取り組みます。 
 

（２）在宅医療に係る住民への普及・啓発 

・療養の必要が生じた場合に、在宅医療も選択肢の一つとして考えることができる

ようにするため、在宅医療に関わる住民への啓発に取り組みます。 

 

  

重点分野３ 在宅医療の充実と在宅医療・介護連携の推進 
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２ 在宅医療と介護を支える多職種連携の促進 

【現状と課題】 

・高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らすためには、医療と介護の専門職が連

携して、包括的かつ継続的に在宅医療や介護を提供することが重要です。 

・医療・介護の専門職を対象とした本町の調査では、多職種連携に対する重要性の

認識は広まっているものの、実際の多職種連携の程度は、個人によって差がある

ことが判っています。 

・このため、本町が中心となって取組む、在宅医療・介護連携の取組に、地域の多

くの医療・介護の専門職を巻き込み、多職種連携によるサービスの基盤を強化す

ることが必要です。 

 

【目指すべき方向】 

・医療・介護の専門職の多職種間の相互理解及び連携の強化を進め、在宅医療や介

護の一体的な提供体制の充実を図ります。 

 

【具体的な取組】 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

・在宅医療と介護を一体的に提供できる体制を整備するため、本町の医療・介護の

専門職により構成される在宅医療・介護連携推進協議会において、地域課題の検

討を行い、在宅医療・介護連携の推進に取り組みます。 

・医療・介護の専門職等が参加する多職種連携のための研修会を実施し、顔が見え

る関係づくりの構築に努めます。 

 

（２）データの活用・分析の実施 

・県より提供される在宅医療の利用状況等など、各種データを活用した分析を行い、

町の現状や課題把握に努めます。 

 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

多職種連携に関する交流

会や研修会の開催回数 

（回） 

1 1 3 3 4 4 
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３ ICTを活用したネットワークづくり 

【現状と課題】 

・医療と介護を一体的に提供するためには、医療と介護の専門職が効率的に連携で

きる、ICT を活用したネットワークづくりが必要です。 

・本町での ICT を活用したネットワークづくりの状況については、熊本県による「く

まもとメディカルネットワーク」に加入する事業所があるほか、地域で医療・介

護の連携に取り組む団体が活用する SNS ツールに参加し、ネットワークづくりに

取り組む事業所があります。 

・本町としては、地域の医療・介護関係機関等に対して、「くまもとメディカルネッ

トワーク」の普及に取組みつつ、地域で医療・介護の連携に取り組む団体とも連

携し、医療と介護の一体的提供に取り組む必要があります。 

 

【目指すべき方向】 

・「くまもとメディカルネットワーク」をはじめとする ICT のネットワークを活用す

ることで、質の高い医療や介護サービスの提供に取り組みます。 

 

【具体的な取組】 

（１）「くまもとメディカルネットワーク」等 ICT活用の推進 

・医療・介護関係機関等に「くまもとメディカルネットワーク」への加入等、ICT 活

用を促進するため、普及啓発を行います。 

・地域で医療・介護の連携に取り組む団体と連携し、地域包括支援センターの職員

を中心に、ICT の活用に取り組みます。 

 

指標 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域包括支援センター内

の ICT 活用率(%) 
0 0 0 30 70 100 
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第４節 多様な住まい・サービス基盤の整備 

１ 多様なサービス基盤の整備促進 

【現状と課題】 

・在宅生活の維持が難しくなっている人の生活改善に必要なサービスは、「より適切

な在宅サービス若しくは住まい・施設等」が、６４人中、30 人と最も多く、うち

３サービス（小多機・看多機・定期巡回）が 20 人となっています。 

・特別養護老人ホームの待機者は、７人であり、令和５年度には、本町内に有料老

人ホームが整備されることから、「より適切な住まい・施設等」については、一定

程度、ニーズを満たしていると言えます。 

・このことから、第９期計画期間中においては、「より適切な在宅サービス」の整備

を行います。 

 

【目指すべき方向】 

・高齢者が、住み慣れた地域で可能な限り暮らし続けるため、地域に不足する介護

サービス等の検討を行い、適切な介護基盤の整備を進めます。 

 

【具体的な取組】 

（１）地域密着型サービスの整備 

・第９期計画期間においては、令和５年度に公募を行った看護小規模多機能型居宅

介護事業所の整備を行います。 

 

 

  

重点分野４ 多様な住まい・サービス基盤の整備 
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２ 個室・ユニットケアの推進 

【現状と課題】 

・介護保険施設等においては、より住宅に近い居住環境で質の高いサービス（ケア）

が提供されるよう、一人ひとりの個性や生活リズムを尊重した個別ケアの充実が

求められています。 

・そのため、入居者に在宅に近い生活環境や個々の生活リズムに合わせ、職員との

なじみの関係の中で質の高いサービス（個別ケア）を提供するため、個室・ユニ

ットケアを推進していく必要があります。 

・本町の地域密着型サービスの全ての施設では、個室・ユニットケアを行っていま

すが、広域型の介護保険施設では、一部、多床室での従来型ケアを行っています。 

 

【目指すべき方向】 

・入居者の個性と生活リズムを尊重した個室・ユニットケアを推進します。 

 

【具体的な取組】 

（１）個別ケアの充実に向けた施設環境の整備 

・熊本県の補助事業を活用し、多床室の個室ユニット化、個室化に係る整備への助

成を行います。 
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３ 特養等における医療・看護サービスの推進 

【現状と課題】 

・特別養護老人ホームや、グループホーム、有料老人ホーム等を含む居宅で暮らす

高齢者の介護又は、病状の重度化に伴い、医療的ケア等の必要性が高まってきま

す。 

・町内の施設等において、居所を変更した理由で最も多かったのは、「医療的ケア・

医療処置の必要性の高まり」になっています。 

・施設や居宅など、高齢者が望む場所で最期を迎えることができるようになるため

には、施設等での看取り体制や、医療・看護体制の整備が必要です。 

 

【目指すべき方向】 

・本人が望む場所で最期を迎えることができるよう、施設等における看取り体制の

整備や医療・看護体制の整備を推進します。 

 

【具体的な取組】 

（１）高齢者が望む場所で看取りが可能な体制づくり 

・熊本県の補助事業を活用し、施設等での看取り空間に係る整備の助成を行います。 

・町内の介護サービス事業所等に対し、熊本県が主催する喀痰吸引等研修事業等へ

の参加を勧奨します。 
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４ 多様な住まいの確保 

【現状と課題】 

・本町の高齢独居世帯の割合は、年々、増加傾向にあります。 

・高齢独居世帯が、いかに住まいを確保するかは高齢期を含む生活の維持の観点に

加え、地域共生社会の実現の観点から非常に重要な課題です。 

・有料老人ホーム等においては、入居者に対し、同一法人が運営する介護事業所の

利用が強要されることがないよう、入居者の選択による適切なサービスの提供が

必要です。 

 

【目指すべき方向】 

・生活困窮や社会的孤立などの課題を抱える高齢者に対しては、養護老人ホームな

ど、高齢者向けの住宅を確保します。 

・有料老人ホームなど高齢者の多様な住まいに関わる情報提供を行います。 

・有料老人ホーム等に、併設された介護サービス事業所がある場合、入居者の選択

に基づいた適切なサービスが提供されるよう、県と連携して事業所への指導を行

います。 

 

【具体的な取組】 

（１）養護老人ホームへの入所措置 

・本町内には、養護老人ホームはありません。 

・生活困窮や社会的孤立などの課題を抱える高齢者については、近隣市町で構成す

る菊池圏域老人ホーム合同入所判定委員会協議会での審議にかけ、近隣市町に設

置される養護老人ホームでの入所措置を行います。 

 

（２）有料老人ホーム等への立入検査等 

・有料老人ホーム等の質の確保、向上のため、有料老人ホーム等への立ち入り検査

など、熊本県と連携し実施します。 

 

（３）高齢者向け住まいに関する情報提供 

・高齢者やその家族が、適切に有料老人ホーム等の高齢者向け住まいを選択できる

よう、窓口等において情報提供を行います。 
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第５節 介護人材の確保と介護サービスの質の向上 

１ 多様な人材の確保・育成 

【現状と課題】 

・本町の介護職員の年齢構成は、60 歳代以上が 34.7％を占める一方、30 歳代以

下が 23.9％であり、介護人材の高齢化が進んでいます。 

・本町では、生産年齢人口が増える推計となっていますが、介護現場では、若い世

代の介護職員の確保が厳しくなっており、今後増加が見込まれる介護ニーズに対

応するためには、若い世代の人材確保に加えて、多様な年代の介護現場への参入

を促す必要があります。 

 

【目指すべき方向】 

・介護事業所等との対話や連携を通じて、本町で実現可能な人材確保策の検討を行

い、介護現場への多様な介護人材の参入を促進します。 

・介護の仕事の魅力発信を行い介護職のイメージアップを図り、若い世代の介護現

場への参入を促します。 

 

【具体的な取組】 

（１）介護人材の確保と育成に向けた関係者との連携の推進 

・介護事業所等の関係者で構成する協議の場を設置し、介護人材の確保や育成に係

る課題や取組について、情報共有や意見交換を行い、本町独自で実施が可能な事

業の検討を行い、事業化に取り組みます。 

 

（２）介護職のイメージアップのための小・中学生等への啓発 

・社会福祉協議会等と連携し、介護施設での職場体験を通じて、小中学生に介護の

仕事の魅力を伝える事業に取り組みます。 

 

 

  

重点分野５ 介護人材の確保と介護サービスの質の向上 
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２ 介護現場の生産性向上と定着促進 

【現状と課題】 

・高齢化の進展や生産年齢人口の減少等により、介護分野においても人的制約が強

まる中で、質の高いサービスを維持していくためには、介護現場の生産性向上に

取り組む必要があります。 

・本町では、半導体関連産業の進出により、介護現場からの人材流出が進んでいる

という情報もあり、いかに介護現場の負担を軽減し、働きやすい職場づくりをし、

職員の定着ができるかが課題となっています。 

 

【目指すべき方向】 

・「介護サービスの質の向上」と「介護人材の確保」に向けた介護サービスにおける

生産性向上への取組を推進します。 

・介護職員の定着促進に向けた、就労環境の改善、DX 活用等による業務効率化の仕

組みづくりに取り組みます。 

 

【具体的な取組】 

（１）介護ロボット・ＩＣＴの導入支援 

・介護職員の心理的・身体的負担軽減のため、介護現場の業務効率化につながる介

護ロボット・ICT の導入支援をします。 

 

（２）文書作成等に係る負担軽減の推進 

・変更や体制届など指針に基づく各種申請書の手続きに関する簡素化や標準化を推

進し、文書作成等に係る負担の軽減を図ります。令和７年度までに「電子申請・

届出システム」の導入を実施します。 

 

（３）アクティブシニア等の人材を活用した介護助手の導入支援 

・アクティブシニア等の人材を活用し、清掃や配膳等の周辺業務を担う介護助手の

導入支援に取り組みます。 
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３ 県と連携した指導・監査等の充実 

【現状と課題】 

・介護サービスの健全性を確保するためには、サービス提供事業者に対する適切な

指導を行うことが重要です。 

 

【目指すべき方向】 

・介護保険法の理解促進及び適切な運営や介護報酬の不正請求の防止等を図るため、

本町に指定・監督権限のある介護サービスの事業所に対しては、指導や監査を実

施します。 

・また、熊本県に指定・監督権限のある介護サービスの事業者に対しては、熊本県

と連携し、指導や監査を実施します。 

 

【具体的な取組】 

（１）介護サービス事業所・施設への指導・監査 

・制度の周知を目的とした集団指導を、本町に指定・監督権限のある介護サービス

事業者を対象に実施します。 

・適切な事業運営等を目的とした運営指導を、本町に指定・監督権限のある介護サ

ービス事業者を対象に実施します。 

 

（２）有料老人ホーム等への立入検査等（再掲） 

・有料老人ホーム等の質の確保、向上のため、有料老人ホーム等への立ち入り検査

など、熊本県と連携し実施します。 
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４ 介護給付の適正化の推進（菊陽町介護給付適正化計画） 

【現状と課題】 

・適切なサービスの確保と効率化を通じて、介護保険制度への信頼性を高め、持続

可能な介護保険制度を構築するため、介護給付適正化の取組を推進しています。 

・ケアプラン点検は、要介護者の自立支援に向けて重要な役割があるという認識は

ありましたが、人員不足等により、自立支援や重度化防止につながる効果的な点

検が十分に行えていませんでした。 

・今後は、本町に配置する介護支援専門員等の専門職人材を活用し、専門職が持つ

スキルを活かしながら、効果的なケアプラン点検を実施するなどの工夫を行う必

要があります。 

 

【目指すべき方向】 

・「第６期熊本県介護給付適正化プログラム」に基づき、介護給付適正化の取組の実

施主体は保険者（本町）であるとの自覚のもと、本来発揮すべき保険者機能の一

環として、主体的かつ積極的に本事業の推進に取り組みます。 

 

【具体的な取組】 

・「要介護認定の適正化」、「ケアマネジメント等の適正化」、「医療情報突合・縦覧点

検」の３つ柱とし、５つの重点項目を掲げ、介護給付適正化事業の推進を図りま

す。 

 

   

 

  

サービス提供
体制及び介護
報酬請求の

適正化

（最重点項目）
医療情報突合
・縦覧点検

ａ 医療情報突合の実施 全件

ｂ 縦覧点検の実施 全件

要介護認定の
適正化

要介護認定の
適正化

ａ 委託による認定調査の点検
点検率
100%

ケアマネジメ
ント等の
適切化

（最重点項目）
ケアプランの

点検
ａ

適正化システムにより出力された給付実績の帳票のう
ち、効果が高いと見込まれる帳票を必ず活用し、ケア
プラン点検を実施する。
【活用する帳票】
  ・認定調査状況と利用サービス不一致一覧表
  ・支給限度額一定割合超一覧表

点検率
13%以上

住宅改修等の
点検

ｂ
リハビリテーション専門職（建築専門職、福祉住環境
コーディネーター検定試験二級以上を含む）に
よる住宅改修の施工前点検の体制構築

点検率
10%

福祉用具購入
・貸与調査

ｃ
リハビリテーション専門職（建築専門職、福祉住環境
コーディネーター検定試験二級以上を含む）による福
祉用具貸与後の点検の体制構築

点検率
10%

３つの柱 重点項目
内容と数値目標

内容 数値目標
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第６節 災害や感染症への対策 

１ 要配慮者の被害防止対策と被災者への支援 

【現状と課題】 

・近年、大規模な自然災害が毎年のように発生する中で、熊本県や高齢者施設等と

連携を図り、災害対策に取り組む必要があります。 

・また、災害による被害を最小限に抑えるため、避難行動要支援者の円滑な避難に

必要な対策や避難生活の支援に必要な体制の整備を実施する必要があります。 

 

【目指すべき方向】 

・高齢者施設等が、災害発生時において、最低限のサービスを維持できるよう熊本

県と連携し、必要な支援に取り組みます。 

・避難行動要支援者については、安全・安心に避難ができるよう支援体制の構築に

取り組みます。 

 

【具体的な取組】 

（１）高齢者施設等における災害時の事業継続支援 

・災害発生時において、各高齢者施設との連絡調整や、支援物資等の配分について

情報収集や調整役を担います。 

・「菊陽町地域防災計画」で、浸水想定区域及び土砂災害警戒区域に位置する要配慮

者利用施設については、災害時に円滑に避難活動が図られるよう熊本県と連携し、

支援を行います。 

 

（２）避難行動要支援者の実効性のある避難支援体制の確保 

・「菊陽町地域防災計画（避難行動要支援者等支援計画）」や、「菊陽町避難行動要支

援者避難支援計画」などに基づき、避難行動要支援者の実行性のある避難支援体

制の確保に努めます。 

 

  

重点分野６ 災害や感染症への対策 
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２ 感染症に対応したサービスの提供体制の整備 

【現状と課題】 

・高齢者が感染症にり患した場合、重症化するリスクが高く、また高齢者施設等に

おいては集団発生（クラスター）となるケースもあることから、平時から感染防

止対策を講じておく必要があります。 

・高齢者施設等においては、職員一人ひとりが感染防止対策を実施するとともに、

感染防止を実践する組織的な体制の整備を進めておく必要があります。 

・感染が発生した場合であっても、介護サービスが安全かつ継続的に提供されるよ

う、高齢者施設等においては、事業継続計画（ＢＣＰ）に基づき対応する必要が

あります。 

・また、施設内療養者に対応するため、迅速かつ適切に医療を提供できる体制を構

築する必要があります。 

 

【目指すべき方向】 

・感染症流行時において、高齢者施設等の職員が、正しい知識を持って予防策を実

践できるよう啓発を行います。 

・感染症拡大時において、高齢者施設等での感染収束が早期に達成されるよう、保

健所等からの協力のもと支援に努めます。 

 

【具体的な取組】 

（１）感染症拡大防止のための啓発 

・感染症が流行した場合は、熊本県等と連携し、高齢者施設等の職員が適切な予防

策が実践できるよう、迅速な情報提供を行います。 

 

（２）感染症が発生した場合の対応等 

・感染症が発生した場合には、熊本県と連携し、衛生物資や検査物資を提供するな

ど、必要な支援を行います。 
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第５章 介護予防サービス、介護サービスの見込量 

１ 介護予防サービス、居宅サービス等 

（１）訪問介護 

ホームヘルパーが自宅を訪問して、入浴・排せつ・食事などの介護や、家事な

どの日常生活の援助を行います。 

    

    

 

（２）介護予防訪問入浴介護・訪問入浴介護 

浴槽を積んだ入浴車などで自宅を訪問して、入浴の介助を行います。 

    

    

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 147,590 166,907 188,956 212,772 213,636 216,708

人数（人/月） 217 237 246 253 254 257

実績値 計画値

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

147,590 
166,907 

188,956 
212,772 213,636 216,708 
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

給付費（千円） 3,879 4,318 528 3,473 3,477 3,477

人数（人/月） 5 7 1 3 3 3

予防
給付

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

3,879 
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（３）介護予防訪問看護・訪問看護 

主治医の指示に基づいて看護師などが自宅を訪問して、療養上の世話や手当て

を行います。 

    

    

 

（４）介護予防訪問リハビリテーション・訪問リハビリテーション 

主治医の指示に基づいて作業療法士（ＯＴ）や理学療法士（ＰＴ）が自宅を訪

問して、普段の生活に必要なリハビリを提供するサービスを行います。 

 

    

    

  

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 7,746 9,684 8,925 9,871 10,201 10,201

人数（人/月） 21 29 29 37 38 38

給付費（千円） 51,524 55,657 56,823 62,791 63,095 63,841

人数（人/月） 109 123 125 137 138 140

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

7,746 9,684 8,925 9,871 10,201 10,201 

51,524 
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（人/月）

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 1,554 983 2,784 1,139 1,141 1,141

人数（人/月） 5 4 12 6 6 6

給付費（千円） 3,933 7,469 9,709 9,427 9,439 9,439

人数（人/月） 11 19 22 20 20 20

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

1,554 983 
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（５）介護予防居宅療養管理指導・居宅療養管理指導 

通院が困難な方に対し、医師・歯科医師・薬剤師・管理栄養士・歯科衛生士な

どが自宅を訪問して、療養上の世話や指導を行います。 

    

    

 

（６）通所介護 

デイサービスセンターに通って、食事・入浴の提供やレクリエーションなどを

通じた機能訓練を行います。 

    

    

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 361 789 1,005 1,532 1,534 1,534

人数（人/月） 3 7 8 13 13 13

給付費（千円） 19,495 22,172 27,702 28,828 29,262 29,798

人数（人/月） 155 183 216 222 225 229

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

361 789 1,005 1,532 1,534 1,534 

19,495 
22,172 
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（人/月）

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 358,905 379,923 419,074 437,093 442,598 446,345

人数（人/月） 310 334 365 373 377 380

実績値 計画値

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

358,905 379,923 
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（７）介護予防通所リハビリテーション・通所リハビリテーション 

医療施設に通って、食事・入浴の提供や心身機能の維持回復の機能訓練を行い

ます。 

    

    

 

（８）介護予防短期入所生活介護・短期入所生活介護 

施設などに短期間入所し、食事・入浴・排せつ、その他日常生活の介護や機能

訓練を行います。 

    

    

  

 

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 25,859 24,303 25,886 23,673 23,703 23,703

人数（人/月） 60 60 65 62 62 62

給付費（千円） 183,293 171,728 191,418 198,157 200,022 202,158

人数（人/月） 197 192 198 199 201 203

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

25,859 24,303 25,886 23,673 23,703 23,703 

183,293 171,728 
191,418 198,157 200,022 202,158 
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 369 13 133 0 0 0

人数（人/月） 1 1 1 0 0 0

給付費（千円） 33,821 41,488 33,210 39,489 39,539 40,050

人数（人/月） 36 43 45 60 60 61

予防
給付

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】
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（９）介護予防短期入所療養介護・短期入所療養介護（老健） 

医療施設などに短期間入所し、食事・入浴・排せつ、その他日常生活の介護や

看護・機能訓練を行います。 

    

    

 

（１０）介護予防短期入所療養介護・短期入所療養介護（病院等） 

病院などに短期間入所し、食事・入浴・排せつ、その他日常生活の介護や機能

訓練を行います。 

    

    

 

（１１）介護予防短期入所療養介護・短期入所療養介護（介護医療院） 

介護医療院などに短期間入所し、食事・入浴・排せつ、その他日常生活の介護

や機能訓練を行います。本計画期間の利用は見込んでいません。  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 119 0 0 0 0 0

人数（人/月） 1 0 0 0 0 0

給付費（千円） 8,147 6,908 13,153 11,126 11,141 11,141

人数（人/月） 7 6 10 6 6 6

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

119 0 0 0 0 0 
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

給付費（千円） 875 1,059 843 885 886 886

人数（人/月） 2 2 1 1 1 1

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】
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（１２）介護予防福祉用具貸与・福祉用具貸与 

心身の機能が低下した人に、車いす・特殊寝台・体位変換器・歩行補助杖・歩

行器・徘徊感知器・移動用リフトなど、日常生活を助ける用具を貸与します。 

    

    

 

（１３）特定介護予防福祉用具販売・特定福祉用具販売 

在宅生活に支障がないよう、入浴や排せつに用いる福祉用具を利用し日常生活

上の便宜を図り、家族の介護の負担軽減などを目的として実施します。 

    

    

 

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 7,956 8,938 10,276 10,280 10,280 10,280

人数（人/月） 139 158 180 181 181 181

給付費（千円） 64,924 72,613 80,524 83,754 85,053 86,198

人数（人/月） 451 478 515 528 535 542

予防
給付

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

7,956 8,938 10,276 10,280 10,280 10,280 
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 763 863 1,053 1,431 1,431 1,431

人数（人/月） 3 3 3 4 4 4

給付費（千円） 2,021 1,575 2,259 1,901 1,901 1,901

人数（人/月） 7 5 6 6 6 6

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

763 863 1,053 
1,431 1,431 1,431 

2,021 1,575 

2,259 
1,901 1,901 1,901 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

予防給付費（千円） 介護給付費（千円）

（千円）

3 3 3 4 4 4 

7 
5 

6 
6 6 6 

0

5

10

15

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

予防人数（人/月） 介護人数（人/月）

（人/月）



第５章 介護予防サービス、介護サービスの見込量 
 

83 

 

（１４）介護予防住宅改修・住宅改修 

在宅生活に支障がないよう、手すりの取り付け・段差解消・扉の交換・洋式便

器への取り替えなど、小規模な住宅改修をする目的として実施します。 

    

    

 

（１５）介護予防特定施設入居者生活介護・特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームなどで、入浴・排せつ・食事、その他日常生活上の世話や機能

訓練を行います。 

    

    

  

 

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 3,271 4,145 5,798 5,798 5,798 5,798

人数（人/月） 4 5 6 6 6 6

給付費（千円） 4,140 4,887 4,919 1,673 1,673 1,673

人数（人/月） 5 5 5 2 2 2

予防
給付

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

3,271 
4,145 
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 1,526 1,632 754 766 767 767

人数（人/月） 2 2 1 1 1 1

給付費（千円） 84,093 91,148 104,635 107,994 115,351 120,408

人数（人/月） 36 39 43 44 47 49

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付
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（１６）介護予防支援・居宅介護支援 

「居宅介護支援（介護予防支援）」は、要介護者がサービス（施設を除く）を利

用する際に、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

    

    

 

 

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 9,675 10,905 12,178 13,671 13,743 13,798

人数（人/月） 179 200 225 249 250 251

給付費（千円） 109,645 116,649 126,439 131,632 133,493 135,122

人数（人/月） 646 683 734 750 759 768

予防
給付

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

9,675 10,905 12,178 13,671 13,743 13,798 
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２ 地域密着型サービス 

地域密着型サービスについては、高齢者が要介護（要支援）状態となっても、できる

限り住み慣れた地域での生活を継続できるようにするため、日常生活圏域を基本的な枠

組みとして、サービス事業者の指定をすることになります。 

 

（１）定期巡回・随時対応サービス 

介護サービス事業所が定期的に巡回して利用者に短時間の訪問サービスを提供

するほか、24 時間 365 日体制で相談できる窓口を設置し随時の対応も行うサー

ビスです。 

    

    

 

（２）地域密着型通所介護 

定員 18 人以下の小規模のデイサービスセンターに通って、食事・入浴の提供

やレクリエーションなどを通じた機能訓練を行います。 

    

    

   

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 12,174 20,919 50,707 56,421 56,492 56,492

人数（人/月） 6 12 25 18 18 18

実績値 計画値

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

12,174 
20,919 

50,707 
56,421 56,492 56,492 
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 57,403 73,100 90,985 102,461 102,591 102,591

人数（人/月） 35 44 53 47 47 47

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

57,403 
73,100 

90,985 
102,461 102,591 102,591 

0

50,000

100,000

150,000

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

介護給付費（千円）

（千円）

35 
44 

53 
47 47 47 

0

20

40

60

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

介護人数（人/月）

（人/月）



第５章 介護予防サービス、介護サービスの見込量 

86 

 

（３）介護予防認知症対応型通所介護・認知症対応型通所介護 

認知症の高齢者がデイサービスセンターなどに通い、機能訓練などを行いま

す。 

    

    

 

（４）介護予防小規模多機能型居宅介護・小規模多機能型居宅介護 

「通い」を中心に、利用者や家庭の状況に応じて、「訪問」や「泊まり」を組み

合わせたサービスや機能訓練を行います。 

    

    

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

給付費（千円） 13,799 12,524 12,667 10,627 10,641 10,641

人数（人/月） 9 7 7 5 5 5

実績値 計画値

予防
給付

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

0 0 0 0 0 0 
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 2,032 2,841 1,094 1,480 1,482 1,482

人数（人/月） 3 3 2 2 2 2

給付費（千円） 42,867 40,329 42,527 46,310 46,369 46,369

人数（人/月） 17 17 19 23 23 23

予防
給付

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】
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（５）看護小規模多機能型居宅介護 

訪問看護と小規模多機能型居宅介護を組み合わせたサービスで、「通い」、「泊ま

り」、「訪問介護」、「訪問看護」サービスを提供します。令和５年度に事業所の公

募を行い、令和７年度からの事業開始に向けて整備を進めています。 

    

    

 

（６）介護予防認知症対応型共同生活介護・認知症対応型共同生活介護 

認知症高齢者等が共同生活をしながら、日常生活の世話や機能訓練などを行い

ます。 

    

    

 

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 531 0 0 0 69,876 110,771

人数（人/月） 1 0 0 0 22 34

実績値 計画値

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

給付費（千円） 133,799 135,614 145,076 201,294 201,549 201,549

人数（人/月） 44 44 46 63 63 63

実績値 計画値
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（７）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員 29 人までの小規模な介護老人福祉施設で、入浴・排せつ・食事等の介護

など日常生活上のお世話や機能訓練を行うサービスです。 

    

    

 

（８）地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型特定施設での入浴・排せつ・食事等の介護など、日常生活上のお世

話や機能訓練を行うサービスです。本計画期間の利用は見込んでいません。 

 

 

（９）夜間対応型訪問介護 

夜間の定期的な巡回訪問や、通報に応じて介護福祉士などに来てもらう介護サ

ービスです。本計画期間の利用は見込んでいません。 

 

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 257,933 301,160 308,455 310,145 310,538 310,538

人数（人/月） 74 85 85 84 84 84

実績値 計画値

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】
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３ 施設サービス 

施設サービスについては、県と連携して、介護保険事業（支援）計画に沿った適切な

基盤整備に努めるとともに、個室・ユニットケア化を進めるなど、多様な住まいの普及

に引き続き取り組みます。 

 

（１）介護老人福祉施設 

介護が必要で、自宅での介護が難しい方が入所し、食事・入浴・排せつなどの

介助、機能訓練、健康管理などを行う施設サービスです。 

    

    

 

（２）介護老人保健施設 

病状が安定しており、看護や介護に重点を置いたケアが必要な方が入所し、医

学的な管理のもとでの介護、機能訓練、日常生活の介助などを行う施設サービス

です。 

    

    

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 223,973 205,545 207,778 203,795 204,052 204,052

人数（人/月） 70 64 64 62 62 62

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

223,973 205,545 207,778 203,795 204,052 204,052 
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見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 209,209 210,205 230,829 214,237 214,508 214,508

人数（人/月） 60 59 67 61 61 61

実績値 計画値

介護
給付

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】
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（３）介護医療院 

急性期は脱して全身状態は安定しているものの、まだ自宅へ退院できる状態で

はなく、継続的な治療が必要なため、長期入院をする方に向けた施設サービスで

す。 

    

    

 

 

４ サービスの見込み量の確保のための方策 

介護給付に係る介護給付等対象サービスの見込み量確保については、介護給付等対象

サービスの事業を行う意向がある事業者の把握に努め、また新しい総合事業を展開する

ため多様な事業者の参入を促進する方策を図っていきます。 

特に、地域密着型サービス、地域密着型介護予防サービスについては、市町村が自ら、

その実情に応じ、地域密着型サービス、地域密着型介護予防サービスに係る審査及び指

導監督を行うとともに、その基準の設定、同サービスの介護報酬の設定を行うことがで

きることから、本町においては、地域密着型サービス、地域密着型介護予防サービスの

適切な運営を図るため、地域密着型サービス運営委員会を設置し、事業者指定、指定基

準及び介護報酬の設定を行う際に、被保険者その他の関係者の意見を反映させることと

しています。 

また、近年の介護給付費等の動向、今後の高齢者数の推移、また地域包括ケアシステ

ムの構築による介護予防の効果を考慮するとともに、社会環境の変化についても考察し、

バランスのとれた介護給付等対象サービスの見込みに努めます。 

 

  

見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

給付費（千円） 38,227 46,524 54,071 168,527 172,992 172,992

人数（人/月） 9 11 13 40 41 41

介護
給付

実績値 計画値

【給付費（千円）】 【人数（人/月）】

38,227 46,524 54,071 

168,527 172,992 172,992 
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５ 県に指定・監督権限のある施設・居住系サービス 

（１）介護老人福祉施設 

新たな整備は行われません。第９期計画期間の利用は現状維持と見込みます。 

 

（２）介護老人保健施設 

新たな整備は行われません。第９期計画期間の利用は現状維持と見込みます。 

 

（３）介護医療院 

介護療養型医療施設から介護医療院への転換を見込みます。 

 

（４）特定施設入居者生活介護 

第９期計画期間の利用は微増を見込みます。 

 

（５）介護予防特定施設入居者生活介護 

新たな整備は行われません。 

 

 

【施設サービスの必要利用定員総数】 

 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護老人福祉施設 人 62 62 62 

介護老人保健施設 人 61 61 61 

介護医療院 人 40 41 41 

 

 

【特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数】 

 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

特定施設入居者生活介護 人 44 47 49 

介護予防特定施設入居者生活介護 人 1 1 1 

 

 

 

  

※単位の人は 1 月当たりの利用者数 

※単位の人は 1 月当たりの利用者数 
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６ 町に指定・監督権限のある施設・居住系サービス（総量規制） 

（１）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

地域密着型サービスの整備方針に基づき、第９期計画期間において新たな整備

は行わず、本計画期間の利用は現状維持を見込みます。 

 

（２）認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

地域密着型サービスの整備方針に基づき、第９期計画期間において新たな整備

は行わず、本計画期間の利用は現状維持を見込みます。 

 

（３）地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型サービスの整備方針に基づき、第９期計画期間において新たな整備

は行わず、本計画期間の利用は現状維持を見込みます。 

 

 

【地域密着型サービスの必要利用定員総数】 

 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人 84 84 84 

認知症対応型共同生活介護 人 63 63 63 

地域密着型特定施設入居者生活介護 人 0 0 0 

 

 

 

 

 

※単位の人は 1 月当たりの利用者数 
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第６章 第 1 号被保険者の介護保険料の設定 

１ 財源構成 

全国の介護保険被保険者が公平に費用（介護給付費・地域支援事業費）負担するよう

に、第１号被保険者と第２号被保険者の負担割合は、３年（事業計画期間）ごとに、全

国規模の人口比率で定められています。 

本計画期間（令和６年度から令和８年度まで）の第１号被保険者の負担割合は、第８

期計画と同様に 23％となります。 

 

（１）介護給付費の財源構成 

介護給付に係る財源の２分の１は公費で、残りの半分は介護保険料でまかなわ

れており、それぞれの財源構成は次のとおりとなっています。 

    

 

（２）地域支援事業費 

地域支援事業に係る財源は、介護予防・日常生活支援総合事業と包括的支援事

業・任意事業とでは異なり、それぞれの財源構成は次のとおりとなっています。 

     

保険給付費の財源構成
（施設等給付費を除く）

保険給付費の財源構成
（施設等給付費）

第1号

保険料

23.0%

第２号

保険料

27.0%

調整

交付金

5.0%

国

20.0%

県

12.5%

町

12.5% 第1号

保険料

23.0%

第２号

保険料

27.0%

調整

交付金

5.0%

国

15.0%

県

17.5%

町

12.5%

介護予防・日常生活支援総合事業
の財源構成

包括的支援事業・任意事業
の財源構成

第1号

保険料

23.0%

国

38.5%

県

19.25%

町

19.25%

第1号

保険料

23.0%

第２号

保険料

27.0%

調整

交付金

5.0%

国

20.0%

県

12.5%

町

12.5%



第６章 第 1 号被保険者の介護保険料の設定 

94 

 

２ 被保険者数・要介護（要支援）認定者推計 

（１）被保険者数推計 
 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

第１号被保険者数 9,439  9,556  9,671  

第２号被保険者数 14,356  14,519  14,682  

総 数 23,795  24,075  24,353  

 

 

（２）要介護（要支援）認定者数推計 
 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 要支援 1 196  206  213  

要支援 2 241  247  256  

要介護 1 351  363  376  

要介護 2 316  328  338  

要介護 3 226  239  248  

要介護 4 234  246  253  

要介護 5 158  163  168  

合 計 1,722  1,792  1,852  
 

 要支援 1 194  204  211  

要支援 2 238  244  253  

要介護 1 343  355  367  

要介護 2 297  309  319  

要介護 3 224  237  246  

要介護 4 232  244  251  

要介護 5 155  160  165  

合計 1,683 1,753  1,812  

 

 

 

  

単位：人 

単位：人 

総 

数 

う
ち
第
１
号
被
保
険
者 
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３ サービスごとの給付費の見込み 

（１）介護予防サービス給付費の見込み 
 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

第９期 
合計 

（１）介護予防サービス 

 

介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0 

介護予防訪問看護 9,871  10,201  10,201  30,273  

介護予防訪問リハビリテーション 1,139  1,141  1,141  3,421  

介護予防居宅療養管理指導 1,532  1,534  1,534  4,600  

介護予防通所リハビリテーション 23,673  23,703  23,703  71,079  

介護予防短期入所生活介護 0  0  0  0 

介護予防短期入所療養介護（老健） 0  0  0  0 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0 

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0  0  0  0 

介護予防福祉用具貸与 10,280  10,280  10,280  30,840  

介護予防特定福祉用具購入費 1,431  1,431  1,431  4,293  

介護予防住宅改修費 5,798  5,798  5,798  17,394  

介護予防特定施設入居者生活介護 766  767  767  2,300  

（２）地域密着型介護予防サービス 

 

介護予防認知症対応型通所介護 0  0  0  0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 1,480  1,482  1,482  4,444  

介護予防認知症対応型共同生活介護 0  0  0  0 

（３）介護予防支援 13,671  13,743  13,798  41,212  

予防給付費計 69,641  70,080  70,135  209,856  

 

 

 

 

  

単位：千円 
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（２）介護サービスの給付費の見込み 
 

 
令和 

６年度 
令和 
７年度 

令和 
８年度 

第９期 
合計 

（１）居宅サービス 

 

訪問介護 212,772  213,636  216,708  643,116  

訪問入浴介護 3,473  3,477  3,477  10,427  

訪問看護 62,791  63,095  63,841  189,727  

訪問リハビリテーション 9,427  9,439  9,439  28,305  

居宅療養管理指導 28,828  29,262  29,798  87,888  

通所介護 437,093  442,598  446,345  1,326,036  

通所リハビリテーション 198,157  200,022  202,158  600,337  

短期入所生活介護 39,489  39,539  40,050  119,078  

短期入所療養介護（老健） 11,126  11,141  11,141  33,408  

短期入所療養介護（病院等） 885  886  886  2,657  

短期入所療養介護(介護医療院) 0  0  0  0  

福祉用具貸与 83,754  85,053  86,198  255,005  

特定福祉用具購入費 1,901  1,901  1,901  5,703  

住宅改修費 1,673  1,673  1,673  5,019  

特定施設入居者生活介護 107,994  115,351  120,408  343,753  

（２）地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 56,421  56,492  56,492  169,405  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  0  

地域密着型通所介護 102,461  102,591  102,591  307,643  

認知症対応型通所介護 10,627  10,641  10,641  31,909  

小規模多機能型居宅介護 46,310  46,369  46,369  139,048  

認知症対応型共同生活介護 201,294  201,549  201,549  604,392  

地域密着型特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 310,145  310,538  310,538  931,221  

看護小規模多機能型居宅介護 0  69,876  110,771  180,647  

（３）施設サービス 

 

介護老人福祉施設 203,795  204,052  204,052  611,899  

介護老人保健施設 214,237  214,508  214,508  643,253  

介護医療院 168,527  172,992  172,992  514,511  

（４）居宅介護支援 131,632  133,493  135,122  400,247  

介護給付費計 2,644,812  2,740,174  2,799,648  8,184,634  

 

  

単位：千円 
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（３）総給付費の見込み 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 第９期合計 

予防給付費計 69,641  70,080  70,135  209,856  

介護給付費計 2,644,812  2,740,174  2,799,648  8,184,634  

給付費計 2,714,453  2,810,254  2,869,783  8,394,490  

 

４ 地域支援事業費の見込み 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

 

 
令和 

６年度 
令和 
７年度 

令和 
８年度 

第９期 
合計 

訪問介護相当サービス 5,650 5,650 5,650 16,950 

訪問型サービス A 3,500 3,500 3,500 10,500 

訪問型サービス B 850 850 850 2,550 

訪問型サービス C 520 540 560 1,620 

訪問型サービス D 0 0 0 0 

訪問型サービス(その他) 100 100 100 300 

通所介護相当サービス 39,000 43,000 47,000 129,000 

通所型サービス A 0 0 0 0 

通所型サービス B 0 0 0 0 

通所型サービス C 3,500 3,700 3,900 11,100 

通所型サービス(その他) 0 0 0 0 

栄養改善や見守りを目的とした配食 0 0 0 0 

定期的な安否確認、緊急時の対応、 

住民ボランティア等の見守り 
0 0 0 0 

その他、訪問型サービス・通所型サービス 

の一体的提供等 
0 0 0 0 

介護予防ケアマネジメント 7,900 8,000 8,200 24,100 

介護予防把握事業 65 65 65 195 

介護予防普及啓発事業 650 650 650 1,950 

地域介護予防活動支援事業 25,000 26,000 26,000 77,000 

一般介護予防事業評価事業 5,000 5,000 5,000 15,000 

地域リハビリテーション活動支援事業 0 0 0 0 

上記以外の介護予防・日常生活総合事業 50 50 50 150 

 

  

単位：千円 

単位：千円 
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（２）包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業 

 

 
令和 

６年度 
令和 
７年度 

令和 
８年度 

第９期 
合計 

包括的支援事業 

(地域包括支援センターの運営) 
31,000 31,000 31,000 93,000 

任意事業 18,500 19,000 19,500 57,000 

 

 

（３）包括的支援事業（社会保障充実分） 

 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

第９期 
合計 

在宅医療・介護連携推進事業 1,500 1,500 1,500 4,500 

生活支援体制整備事業 9,182 9,200 9,200 27,582 

認知症初期集中支援推進事業 35 35 35 105 

認知症地域支援・ケア向上事業 3,300 3,300 3,300 9,900 

認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 0 0 0 0 

地域ケア会議推進事業 26 26 26 78 

 

 

（４）地域支援事業費合計 

 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

第９期 
合計 

介護予防・日常生活支援総合事業費 91,785 97,105 101,525 290,415 

包括的支援事業（地域包括支援センターの 

運営）及び任意事業費 
49,500 50,000 50,500 150,000 

包括的支援事業（社会保障充実分） 14,043 14,061 14,061 42,165 

地域支援事業費 155,328 161,166 166,086 482,580 

 

 

 

  

単位：千円 

単位：千円 

単位：千円 
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５ 標準給付費等の見込み 

 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 第９期合計 

総給付費（財政影響額調整後） 2,714,453,000  2,810,254,000  2,869,783,000  8,394,490,000      

特定入所者介護サービス費等

給付額（財政影響額調整後） 
76,530,304  79,742,075  82,412,011  238,684,390 

高額介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後） 
65,278,336  68,023,643  70,298,399  203,600,378 

高額医療合算介護サービス費

等給付額 
6,916,142  6,979,245  7,029,728  20,925,115 

算定対象審査支払手数料 2,864,921  2,891,049  2,911,994  8,667,964 

標準給付費見込額 2,866,042,703  2,967,890,012  3,032,435,132  8,866,367,847 

 

６ 所得段階別加入者の見込み 

 

所得段階 
区分 割合 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

第９期 

合計 

第 1段階 13.3% 1,254  1,270  1,285  3,809  

第 2段階 10.0% 944  955  967  2,866  

第 3段階 7.7% 722  731  740  2,193  

第 4段階 10.9% 1,031  1,044  1,056  3,131  

第 5段階 15.8% 1,493  1,512  1,530  4,535  

第 6段階 16.0% 1,508  1,528  1,547  4,583  

第 7段階 13.8% 1,298  1,314  1,330  3,942  

第 8段階 6.1% 575  582  589  1,746  

第 9段階 2.0% 188  190  192  570  

第 10 段階 1.2% 115  116  117  348  

第 11 段階 0.7% 64  65  65  194  

第 12 段階 0.5% 50  50  51  151  

第 13 段階 2.1% 197  199  202  598  

計 100.0% 9,439  9,556  9,671  28,666  

 

  

単位：円 

単位：人 
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７ 第 1 号被保険者の介護保険料基準額の算定 

 

    
 標準給付費見込額 8,866,367,847  

 ＋   

 地域支援事業費（３年間） 482,580,000  

 ＝   

 介護保険事業費見込額（３年間） 9,348,947,847  

 ×   

 第１号被保険者負担割合 23.0%  

 ＝   

 第１号被保険者負担分相当額（３年間） 2,150,258,005  

 ＋   

 調整交付金相当額（３年間） 457,839,142  

 －   

 調整交付金見込額（３年間） 181,273,000  

 ＋   

 財政安定化基金拠出金見込額 0  

 －   

 準備基金取崩額 305,000,000  

 ＋   

 市町村特別給付費等 3,532,658  

 －   

 保険者機能強化推進交付金等の交付見込額 30,000,000  

 ＝   

 保険料収納必要額（３年間） 2,095,356,805  

 ÷   

 予定保険料収納率 98.40%  

 ÷   

 所得段階別加入割合補正後第１号被保険者数（３年間） 29,626 人  

 ≒   

 年額保険料 72,000   

 ÷   

 12か月   

 ＝   

 月額保険料（基準額） 6,000   

    

 （参考）第８期の第 1号被保険者の保険料の基準額（月額） 5,700   

    
 

  

単位：円 
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８ 所得段階に応じた保険料額の設定 

 

 

介護保険料は、この「基準額」をもとに、所得状況に応じて、13 段階に分かれます。 
 

所得段階 対象となる方 調整率 
保険料年額

（月額） 

第 1 段階 

・生活保護受給者の方 

・老齢福祉年金※1受給者で、世帯全員が住民税非課税の方 

基準額× 

0.455 

32,760 円 

(2,730 円) 

世帯全員が住民税非課税で、前年の課税

年金収入額と合計所得金額※2の合計が 

80 万円以下の方 
基準額× 

(0.285) 

(20,520 円) 

(1,710 円) 

第 2 段階 
80 万円超 

120 万円以下の方 

基準額× 

0.685 

49,320 円 

(4,110 円) 

基準額× 

(0.485) 

34,920 円 

(2,910 円) 

第 3 段階 120 万円超の方 

基準額× 

0.69 

49,680 円 

(4,140 円) 

基準額× 

(0.685) 

(49,320 円) 

(4,110 円) 

第 4 段階 世帯の誰かに住民税が課税されているが

本人は住民税非課税で、前年の課税年金

収入額と合計所得金額の合計が 

80 万円以下の方 
基準額× 

0.9 

64,800 円 

(5,400 円) 

第 5 段階 80 万円超の方 
基準額× 

1.0 

72,000 円 

(6,000 円) 

第 6 段階 

本人が住民税課税で 

前年の合計所得金額が 

120 万円未満の方 
基準額× 

1.2 

86,400 円 

(7,200 円) 

第 7 段階 120 万円以上 210 万円未満の方 
基準額× 

1.3 

93,600 円 

(7,800 円) 

第 8 段階 210 万円以上 320 万円未満の方 
基準額× 

1.5 

108,000 円 

(9,000 円) 

第 9 段階 320 万円以上 420 万円未満の方 
基準額× 

1.7 

122,400 円 

(10,200 円) 

第 10 段階 420 万円以上 520 万円未満の方 
基準額× 

1.9 

136,800 円 

(11,400 円) 

第 11 段階 520 万円以上 620 万円未満の方 
基準額× 

2.1 

151,200 円 

(12,600 円) 

第 12 段階 620 万円以上 720 万円未満の方 
基準額× 

2.3 

165,600 円 

(13,800 円) 

第 13 段階 720 万円以上の方 
基準額× 

2.4 

172,800 円 

(14,400 円) 

 

 

 

 

 

  

菊陽町の令和６～８年度の介護保険料の基準額 72,000 円（年額） 

※括弧内は低所得者軽減措置後の調整率、月額保険料、年額保険料 

※１老齢福祉年金：明治 44 年(1911 年)4 月 1 日以前に生まれた方、または大正 5 年(1916 年)4 月 1 日以前に生まれ

た方で一定の要件を満たしている方が受けている年金です。 

※２合計所得金額：「収入」から「必要経費など」を控除した額です。所得段階が第 1～5 段階の方の合計所得金額は、

年金収入に係る雑所得差し引き後の額です。分離譲渡所得がある方の合計所得金額は、特別控除額差し引き後の

金額です。 
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９ 2050年までの総人口・被保険者数・要介護認定者数の見込み 

（１）総人口及び被保険者数の推計 

総人口及び被保険者数の推移及び将来推計は、以下のとおりです。 

 

【総人口の推移及び将来推計】 

 

 

 

【高齢者数の推移及び将来推計】 

 

 

  

43,177 43,642 43,609 43,974 44,342 44,704 
46,187 

48,063 
49,942 

51,740 
53,307 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

令和5年度

(2023)

令和6年度

(2024)

令和7年度

(2025)

令和8年度

(2026)

令和12年度

(2030)

令和17年度

(2035)

令和22年度

(2040)

令和27年度

(2045)

令和32年度

(2050)

(人)

8,987 9,159 9,324 9,439 9,556 9,671 10,101 10,741 
11,696 

12,698 13,425 

20.8% 21.0% 21.4% 21.5% 21.6% 21.6% 21.9% 22.3%
23.4%

24.5% 25.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0

5,000

10,000

15,000

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

令和5年度

(2023)

令和6年度

(2024)

令和7年度

(2025)

令和8年度

(2026)

令和12年度

(2030)

令和17年度

(2035)

令和22年度

(2040)

令和27年度

(2045)

令和32年度

(2050)

高齢者数 高齢化率

(人)

出典：住民基本台帳（令和 3～5 年）、コーホート変化率法による推計値（令和６年～） 

出典：住民基本台帳（令和 3～5 年）、コーホート変化率法による推計値（令和６年～） 
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（２）要介護（要支援）認定者数の推移 

要介護（要支援）認定者数の実績値に基づき、令和６年度以降の要介護認定者

数を推計しました。 

推計した結果は以下のとおりです。 

 

【要介護（支援）認定者数の推移及び将来推計】 

 

 

 

【要介護度別認定者数の推移及び将来推計】 

 

  

1,535 1,589 1,658 1,722 1,792 1,852 
2,091 

2,367 
2,562 2,680 2,818 

17.1% 17.3% 17.8% 18.2% 18.8% 19.2%

20.7%
22.0% 21.9%

21.1% 21.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

令和5年度

(2023)

令和6年度

(2024)

令和7年度

(2025)

令和8年度

(2026)

令和12年度

(2030)

令和17年度

(2035)

令和22年度

(2040)

令和27年度

(2045)

令和32年度

(2050)

認定者数 65歳以上認定率

(人)

158 168 181 196 206 213 239 267 273 278 299 
216 223 231 241 247 256 287 323 348 362 384 333 329 346 351 363 376 

427 
481 511 523 550 

287 312 299 316 328 338 
380 

427 
460 484 

510 

191 187 222 226 239 248 
282 

323 
360 383 

398 

224 238 224 234 246 253 

285 

329 
373 

402 
417 

126 132 155 158 163 168 

191 

217 

237 
248 

260 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

令和5年度

(2023)

令和6年度

(2024)

令和7年度

(2025)

令和8年度

(2026)

令和12年度

(2030)

令和17年度

(2035)

令和22年度

(2040)

令和27年度

(2045)

令和32年度

(2050)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

(人)

出典：地域包括ケア「見える化」システム 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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１０ 2050年までの施設及び居住系サービスの利用者数の見込み 

施設及び居住系サービス利用者数の実績値に基づき、計画期間における施設・居住系

サービスの基盤整備を考慮した上で、令和 32 年度までの施設・居住系サービス利用者

数を推計しました。 

推計した結果は以下のとおりです。 

【施設サービス利用者数の推移及び推計】 

 

 

 

【居住系サービス利用者数の推移及び推計】 

 

  

70 64 64 62 62 62 69 80 84 83 88 

60 59 67 61 61 61 
69 

78 83 82 86 9 11 
13 40 41 41 

43 

46 
47 46 

48 

74 85 
85 

84 84 84 
84 

84 
84 84 

84 

214 220 
229 

247 248 248 
265 

288 
298 295 

306 

0

50

100

150

200

250

300

350

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

令和5年度

(2023)

令和6年度

(2024)

令和7年度

(2025)

令和8年度

(2026)

令和12年度

(2030)

令和17年度

(2035)

令和22年度

(2040)

令和27年度

(2045)

令和32年度

(2050)

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

(人)

38 41 45 45 48 50 57 64 71 75 79 

44 44 
46 

63 63 63 
63 

63 
63 

63 
63 

82 85 
91 

108 111 113 
120 

127 
134 

138 
142 

0

50

100

150

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

令和5年度

(2023)

令和6年度

(2024)

令和7年度

(2025)

令和8年度

(2026)

令和12年度

(2030)

令和17年度

(2035)

令和22年度

(2040)

令和27年度

(2045)

令和32年度

(2050)

特定施設入居者生活介護 認知症対応型共同生活介護

(人)

出典：地域包括ケア「見える化」システム 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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１１ 2050年までの居宅サービス対象者数の推計 

認定者数から施設・居住系利用者数を除すことにより、令和６年度以降の居宅サービ

ス対象者数を推計しました。 

推計した結果は、それぞれ以下のとおりです。 

 

【居住系サービス利用者数の推移及び推計】 

 

 

 

 

 

  

157 168 180 195 205 212 238 266 271 276 297 
215 222 230 241 247 256 287 323 348 362 384 303 302 319 322 333 346 

394 
446 474 486 

511 

258 284 272 286 298 307 
347 

392 
423 447 

471 

126 130 161 170 182 191 

220 

255 
290 

312 
325 

96 100 
96 

102 
113 119 

142 

173 

209 
238 

249 

54 52 
57 

51 56 
60 

78 

97 

115 
126 

133 

1,209 1,258 
1,315 

1,367 
1,434 

1,491 

1,706 

1,952 

2,130 
2,247 

2,370 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

令和5年度

(2023)

令和6年度

(2024)

令和7年度

(2025)

令和8年度

(2026)

令和12年度

(2030)

令和17年度

(2035)

令和22年度

(2040)

令和27年度

(2045)

令和32年度

(2050)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

(人)

令和3年度
(2021)

令和4年度
(2022)

令和5年度
(2023)

令和6年度
(2024)

令和7年度
(2025)

令和8年度
(2026)

令和12年度
(2030)

令和17年度
(2035)

令和22年度
(2040)

令和27年度
(2045)

令和32年度
(2050)

要支援1 157 168 180 195 205 212 238 266 271 276 297

要支援2 215 222 230 241 247 256 287 323 348 362 384

要介護1 303 302 319 322 333 346 394 446 474 486 511

要介護2 258 284 272 286 298 307 347 392 423 447 471

要介護3 126 130 161 170 182 191 220 255 290 312 325

要介護4 96 100 96 102 113 119 142 173 209 238 249

要介護5 54 52 57 51 56 60 78 97 115 126 133

合　計 1,209 1,258 1,315 1,367 1,434 1,491 1,706 1,952 2,130 2,247 2,370

出典：地域包括ケア「見える化」システム 

※居住系サービス対象者数＝認定者数－施設・居住系利用者数 

単位：人 
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１２ 令和 22（2040）年の姿 

本町の総人口は、団塊の世代の子ども世代が65歳以上となる令和22年には49,942

人で、令和５年の人口と比べ 6,333 人増加すると推計されています。 

高齢者数は令和５年の 9,324 人から令和 22 年は 11,696 人と 2,372 人増加し、

その伸びは総人口よりも高くなっています。 

年少人口や生産年齢人口、そして総人口が増加する中での高齢者人口の増加であり、

高齢化率は令和５年の 21.4％から令和 22 年には 23.4％と、小幅の上昇にとどまり

ます。 

介護を必要とする要介護認定者数は、令和５年の1,658人から令和22年には2,562

人と 904 人増加する見込みで、令和５年に対する増加率は 154.5％となっており、

全高齢者数や総人口の伸びを上回っています。要介護 3 以上の中重度の認定者数は令

和５年の 601 人から令和 22 年には 970 人と 369 人増加する見込みで、令和５年

に対する増加率は 161.4％となっており、中重度の認定者の増加の勢いは全高齢者数

や総人口、要介護認定者数の伸びを上回っています。 

介護保険料は現状のまま推移すると仮定すると、第８期の 5,700 円から令和 22 年

は 7,608 円、第８期比 132.6％の伸びが予想されます。 

 

【人口の推移】 

 単位 令和５年 指数 令和 22 年 指数 

総人口 人 43,609 100.0 49,942 114.5 

高齢者数 人 9,324 100.0 11,696 125.4 

高齢化率 ％ 21.4 - 23.4 - 

 

【要介護認定者数の推移】 

 単位 令和５年 指数 令和 22 年 指数 

要介護認定者数 人 1,647 100.0 2,538 154.5 

65歳以上に占める要介護認定率 ％ 17.8 - 21.9 - 

要介護３以上の中重度者数 人 601 100.0 970 161.4 

要介護認定者に占める重度者の割合 ％ 36.2 - 37.9 - 

 

【保険料の推移】 

 単位 第８期 指数 令和 22 年 指数 

第１号被保険者介護保険料 円 5,700 100.0 7,608 133.5 
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１３ 令和 32（2050）年の姿 

本町の総人口は、団塊の世代の子ども世代が 65 歳以上となる令和 22 年から 10 年

後の令和 32 年には 53,307 人で、令和 5 年の人口と比べ 9,698 人増加すると推計

されています。 

高齢者数は令和５年の 9,324 人から令和 32 年は 13,425 人と 4,101 人増加し、

令和５年に対する伸びは 144.0％で総人口の伸び 122.2％を大幅に上回る見込みで

す。 

高齢化率は令和５年の 21.4％から令和 32 年には 25.2％と、おおむね住民の 4 人

に 1 人が高齢者という社会になっています。 

介護を必要とする要介護認定者数は、令和５年の1,658人から令和32年には2,818

人と 1,160 人増加する見込みです。要介護 3 以上の中重度の認定者数は令和５年の

601 人から令和 32 年には 1,075 人と 474 人増加する見込みで、令和５年に対する

増加率は 178.9％となっており、令和 22 年と同様に中重度の認定者の増加の勢いは

全高齢者数や総人口、要介護認定者数の伸びを上回っています。 

介護保険料は現状のまま推移すると仮定すると、第８期の 5,700 円から令和 32 年

は 7,830 円、第８期比 137.4％の伸びが予想されます。 

 

【人口の推移】 

 単位 令和５年 指数 令和 32 年 指数 

総人口 人 43,609 100.0 53,307 122.2 

高齢者数 人 9,324 100.0 13,425 144.0 

高齢化率 ％ 21.4 - 25.2 - 

 

【要介護認定者数の推移】 

 単位 令和５年 指数 令和 32 年 指数 

要介護認定者数 人 1,658 100.0 2,818 170.0 

65歳以上に占める要介護認定率 ％ 17.8 - 21.0 - 

要介護３以上の中重度者数 人 601 100.0 1,075 178.9 

要介護認定者に占める重度者の割合 ％ 36.2 - 38.1 - 

 

【保険料の推移】 

 単位 第８期 指数 令和 22 年 指数 

第１号被保険者介護保険料 円 5,700 100.0 7,830 137.4 
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第７章 資料編 

１ 現状データ及び各種調査結果 

（１）第８期計画における計画値と実績値の状況 

第８期における要介護認定者数及び要介護認定率の計画値と実績値を比較する

と、いずれも実績値が計画値を下回って推移しています。 

   

 

 

 

（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果 

① 介護の必要性及び疾病 

〇「何らかの介護を受けている」方の割合は全体で 7.4％、「何らかの介護・介助

は必要だが、現在は受けていない」方の割合は全体で 8.1％となっています。 

      

 

  

1,526 1,584 1,638 
1,506 

1,578 
1,670 

17.0% 17.3% 17.6%

16.5% 17.0% 17.4%

0%

5%

10%

15%

20%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度

認定者数計画値 認定者数実績値 認定率計画値 認定率実績値

(人)

選択肢 回答数 割合

介護・介助は必要ない 1,574 82.3%

何らかの介護・介助は必要だが、現在は
受けていない

155 8.1%

現在、何らかの介護を受けている 141 7.4%

無回答 42 2.2%

サンプル数 1,912 100.0%

82.3%

8.1%

7.4%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出典：介護保険事業状況報告（令和 3 年・4 年度は 3 月末時点、令和 5 年度は 10 月末時点） 
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〇介護・介助の状況を年代別でみると、加齢とともに介護・介助が必要となる割

合が高くなっています。 

      

 

〇主な介護者については、配偶者が 34.8％で最も高くなっています。 

      

 

 

 

  

2.4% 3.8%
7.3%

14.7%
21.5%

2.2% 3.4%
4.4%

11.5%

25.6%

4.6%
7.2%

11.7%

26.2%

47.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

65-69歳 70-74歳 75-79歳 80-84歳 85歳以上

何らかの介護・介助が必要 介護を受けている

選択肢 回答数
(複数可)

割合

配偶者(夫・妻) 49 34.8%

娘 40 28.4%

介護サービスのヘルパー 34 24.1%

息子 14 9.9%

子の配偶者 7 5.0%

兄弟・姉妹 6 4.3%

孫 3 2.1%

その他 24 17.0%

サンプル数 141

34.8%

28.4%

24.1%

9.9%

5.0%

4.3%

2.1%

17.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 地域づくりへの参加意向 

○地域づくりへの参加意向のある高齢者の割合（「是非参加したい」と「参加して

もよい」の合計）は全体で 57.3％となっています。 

        

 

○地域づくりへの企画・運営としての参加意向のある高齢者の割合（「是非参加し

たい」と「参加してもよい」の合計）は全体で 34.1％となっています。 

        

 

③ 生活支援サービス 

○「生活支援サービスの利用意向」については、「草むしり、花木の水やり」が

16.1%で最も高く、次いで、「病院や買い物の送迎・付き添い」が 15.6％とな

っています。 

         

  

選択肢 回答数 割合

是非参加したい 141 7.4%

参加してもよい 954 49.9%

参加したくない 585 30.6%

既に参加している 108 5.6%

無回答 124 6.5%

サンプル数 1,912 100.0%

7.4%

49.9%

30.6%

5.6%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

是非参加したい 46 2.4%

参加してもよい 607 31.7%

参加したくない 1,024 53.6%

既に参加している 82 4.3%

無回答 153 8.0%

サンプル数 1,912 100.0%

2.4%

31.7%

53.6%

4.3%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数
(複数可)

割合

草むしり、花木の水やり 308 16.1%

病院や買い物時の送迎・付き添い 298 15.6%

家具・電化製品等の簡単な移動・修繕 270 14.1%

掃除・洗濯・布団干し 205 10.7%

話し相手 180 9.4%

電球の交換 166 8.7%

料理の補助 161 8.4%

ごみ出し 151 7.9%

お墓の手入れ 70 3.7%

ペットの世話 41 2.1%

サンプル数 1,912

16.1%

15.6%

14.1%

10.7%

9.4%

8.7%

8.4%

7.9%

3.7%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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○「生活支援サービスの担い手としての参加意向」については、「話し相手」が

19.0%で最も高く、次いで、「草むしり、花木の水やり」が 17.4％となってい

ます。 

       

 

（３）在宅介護実態調査 

○「家族等による介護の頻度」については、「ほぼ毎日」52.8％が最も高くなっ

ています。 

       

 

  

選択肢 回答数
(複数可)

割合

話し相手 364 19.0%

草むしり、花木の水やり 332 17.4%

ごみ出し 259 13.5%

病院や買い物時の送迎・付き添い 204 10.7%

電球の交換 178 9.3%

料理の補助 147 7.7%

家具・電化製品等の簡単な移動・修繕 128 6.7%

掃除・洗濯・布団干し 100 5.2%

ペットの世話 79 4.1%

お墓の手入れ 59 3.1%

サンプル数 1,912

19.0%

17.4%

13.5%

10.7%

9.3%

7.7%

6.7%

5.2%

4.1%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

ほぼ毎日 66 52.8%

週３～４日 7 5.6%

週１～２日 13 10.4%

週1日以下 13 10.4%

ない 17 13.6%

無回答 9 7.2%

サンプル数 125 100.0%

52.8%

5.6%

10.4%

10.4%

13.6%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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○「主な介護者」については、「子」56.5％が最も高くなっています。 

       

 

○「主な介護者の年齢」については、「60 代」の割合が最も高く 37.0%となっ

ています。次いで、「50 代（23.1%）」、「70 代（13.9%）」となっています。 

       

 

○「主な介護者の勤務形態」については、「働いていない」の割合が最も高く38.9%

となっています。次いで、「フルタイム勤務（32.4%）」、「パートタイム勤務

（15.7%）」となっています。 

         

選択肢 回答数 割合

子 61 56.5%

配偶者 22 20.4%

子の配偶者 8 7.4%

兄弟姉妹 4 3.7%

その他 11 10.2%

無回答 2 1.9%

サンプル数 108 100.0%

56.5%

20.4%

7.4%

3.7%

10.2%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

40代 9 8.3%

50代 25 23.1%

60代 40 37.0%

70代 15 13.9%

80歳以上 12 11.1%

わからない 2 1.9%

無回答 5 4.6%

サンプル数 108 100.0%

8.3%

23.1%

37.0%

13.9%

11.1%

1.9%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

フルタイム勤務 35 32.4%

パートタイム勤務 17 15.7%

働いていない 42 38.9%

わからない 2 1.9%

無回答 12 11.1%

サンプル数 108 100.0%

32.4%

15.7%

38.9%

1.9%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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○「主な介護者の方の働き方の調整の状況」については、「介護のために、「労働

時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働い

ている」の割合が最も高く 29.7%となっています。次いで、「特に行っていな

い（21.9%）」、「介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りながら、

働いている（14.1%）」となっています。 

        

 

○「主な介護者の就労継続の可否に係る意識」については、「問題はあるが、何と

か続けていける」の割合が最も高く 32.8%となっています。次いで、「問題な

く、続けていける（18.8%）」、「わからない（18.8%）」、「続けていくのは、

やや難しい（6.3%）」となっています。 

        

 

○「介護保険サービスの利用」については、「利用している」が 70.4%となって

います。 

          

選択肢 回答数 割合

介護のために「労働時間を調整」しなが
ら、働いている

19 29.7%

介護のために「休暇」を取りながら、働
いている

9 14.1%

介護のために何らかの調整をしながら、
働いている

3 4.7%

介護のために「在宅勤務」を利用しなが
ら、働いている

1 1.6%

特に行っていない 14 21.9%

わからない 4 6.3%

無回答 14 23.4%

サンプル数 64 100.0%

29.7%

14.1%

4.7%

1.6%

21.9%

6.3%

23.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

問題はあるが、何とか続けていける 21 32.8%

問題なく、続けていける 13 18.8%

続けていくのは、やや難しい 3 6.3%

わからない 13 18.8%

無回答 14 20.3%

サンプル数 64 100.0%

32.8%

18.8%

6.3%

18.8%

20.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

利用している 88 70.4%

利用していない 139 24.0%

無回答 123 5.6%

サンプル数 125 100.0%

70.4%

24.0%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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２ 計画策定の経緯 

（１）実施基礎調査（アンケート調査） 
 

 調査名 調査概要 

令和 

４年度 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 地域の抱える課題の特定 

在宅介護実態調査 在宅生活継続の在り方 

令和 

５年度 

在宅生活改善調査 不足する介護サービス等 

居住変更実態調査 地域で暮らすための必要機能 

介護人材実態調査 介護人材確保の取組 

 

 

（２）菊陽町高齢者保健福祉推進委員会 
 

会議名 開催日 議題 

第１回 令和５年９月 27 日（水） 
（１）第９期計画（素案）第１章について 

（２）第９期計画（素案）第２章について 

第２回 令和５年 10 月 25 日（水） 

（１）第１回委員会の振り返り 

（２）第８期計画の評価・検証について 

（３）第９期計画（素案）第２章（つづき）について 

  ・令和５年実施各種調査報告 

（４）第９期計画（素案）第５章について 

第３回 令和５年 11 月 22 日（水） 

（１）第２回委員会の振り返り 

（２）第９期計画（素案）第３章について 

（３）第９期計画（素案）第４章骨子について 

（４）第９期計画（素案）第５章、第６章について 

第４回 令和６年１月 10 日（水） 
（１）第９期計画（素案）第４章について 

（２）第９期計画（素案）第６章（介護保険料）について 

第５回 令和６年２月７日（水） 
（１）パブリックコメントについて 

（２）第９期計画（素案）について 
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３ 菊陽町高齢者保健福祉推進委員会 委員名簿 

 

   

 

 

 

 

 

氏名 事業所又は組織名 備考欄

星乃　光有 菊陽中部クリニック 町医師代表　（委員長）

槌田 義美
熊本リハビリテーション病院
地域貢献事業推進センター

菊池地域リハビリテーション
広域支援センター代表　（副委員長）

落合　敬史 光の森ごふく薬局 町薬剤師代表

濱崎　英美 訪問看護　ひたむき 訪問看護ステーション事業所代表

竹園　辰巳
社会福祉法人　ゆうき会
ケアタウン光の森

施設介護サービス代表

東　美鈴
医療法人　永田会
グループホームげんきの家

地域密着型サービス事業所代表

江口　慎悟 デイサービス　まおる 通所介護サービス事業所代表

上田　玲奈
社会福祉法人　グリーンコープ
ふくしサービスセンター　結ふたば

訪問介護サービス事業所代表

岸本　眞
指定居宅介護支援事業所
ほほえみのもり

介護支援専門員代表

永石　建一 陽かりの郷 特定施設事業所代表

坂本　貞女 民生委員・児童委員協議会 民生委員・児童委員協議会代表

酒井　良一 老人クラブ連合会 老人会代表

矢野　信哉 菊陽町社会福祉協議会 社会福祉協議会

井上　鈴子 公募委員

甲田　峰子 公募委員

紫垣　美奈子 公募委員

田尻　貴子 公募委員

（敬称略） 

（任用期間：令和５年９月 27 日から令和８年３月 31 日まで） 
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